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　急激な社会構造の変化により、人権課題も多様化・複雑化し、女性、
子ども、高齢者、障害のある人、同和問題、外国人などの問題に加え
て、個人情報の流出、働く人の人権、地球環境と人権の問題など、新
たな問題が生じています。
　とりわけ、今、百年に一度と言われる厳しい経済情勢の中、多くの
人が職を失い生活に困窮するなどの問題に直面しています。また、全
国各地で、自己の利益を優先し、最も尊重されるべき人の命を軽んじ
る事件が、毎日のように多発しています。私たちの身の回りにおいて
も、他人への無関心や近所付き合いの希薄化により、地域で支え合う
力が低下し、さまざまな問題が発生しています。
　多様性や個性を重視する成熟社会を迎えた今、人や地域がそれぞれ
の個性を認め、連帯する共生社会づくりが求められています。
　兵庫県においては、「兵庫県人権教育及び啓発に関する総合推進指
針」のもと、平成 16年度より、日常生活の中で人権尊重を自然に態
度や行動として表すことが文化として定着している社会をめざして、
「人権文化をすすめる県民運動」を展開するとともに、人権尊重の視
点に立った施策の一体的・総合的な推進に取り組んでいます。
　人権について一層理解を深めていただくために、この『人権文化を
すすめるために』を、家庭や学校、職場、地域において、積極的に活
用していただくことを願っています。
　兵庫のもつ多様性と個性、人と人、地域と地域のきずなこそが、兵
庫を再び元気にする再生力だと考えます。私たち県民すべてが力を合
わせ、だれもが自分のもてる能力や個性を発揮し、いきいきと暮らす、
成熟社会にふさわしい 21世紀の兵庫、「元気で安全安心な兵庫」を
つくっていきましょう。　

　平成 22年 3月

兵庫県・財団法人兵庫県人権啓発協会　
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古代ローマの国家神をミネルヴァと
言い、ギリシャ神話の知を司る女神
アテナと同一視されています。その
女神の使いが梟（ふくろう）である
ことから、古代より梟（ふくろう）は
知恵の象徴とされてきました。

このテキストでは、知恵ブクロウさん
が、人権に関するミニ情報を教えて
くれます。
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Ⅰ 人権とは ?

初めての人権宣言
人権とは何でしょうか。それは、「人

間が人間らしく幸せに生きていくため
の権利」であると言われます。人権
は、私たち一人ひとりの生命や自由・
平等を保障し、日常生活を支えている
大切な権利です。また、人権とは、国
籍・性別・出身などにかかわらず、だ
れもが生まれながらにもっている権利
です。
このような、「人権」という考え方
のルーツは、17 世紀頃からヨーロッ
パを中心に見られます。国王が権力を
握る専制政治を倒そうとする民衆の動
きが生まれ、市民革命へと発展しまし
た。その典型がフランス革命です。そ
して、世界で初めての人権宣言である
「フランス人権宣言」（1789 年）が生
まれました。この中で、人間であれば
だれもが生まれながらにしてもってい
る権利、つまり人権の不可侵性とその
尊重が宣言されました。

広がる人権
フランス人権宣言で宣言された人権
は、当時の社会状況を反映して、国家
によるさまざまな制限から個人を解放
することを目的とする「自由権」が中
心でした。
その後、人権は、多くの人権宣言や
各国の憲法などに取り入れられるよう
になりますが、その内容は時代や社会
の変化とともに広がりを見せはじめて
います。

最初に主張された人権の内容は、「自
由権」、「自由権的基本権」と言われる
権利で、表現の自由や信教の自由、職
業選択の自由、居住・移転の自由といっ
た、個人が国家の制限から自由である
ことにより実現される権利です。

時代が下り、自由権と区別され主張

されるようになった権利は、国家が積
極的に個人に対して保障する権利で
「社会権」、「社会権的基本権」、「生存権」
などと言われる権利です。具体的には、
社会保障を受ける権利、教育を受ける
権利、労働基本権などの、人として最
低限度の生活を営むことを保障する権
利であり社会的平等を保障する権利の
ことです。

①自由権

②社会権

③新しい人権

①自由権

②社会権

③新しい人権
1970 年代以降、開発途上国などを

中心に新しい種類の人権が提案されて
います。例えば、発展の権利、自決
権、平和的生存権、地球規模での安全
な環境への権利などがこれにあたりま
す。自由権が第一世代、社会権が第二
世代とすれば、これらの権利は第三世
代の人権であるというとらえ方もあり
ます。戦争や地球環境の悪化により人
類の生存自体が困難になれば人権も無
意味になることから、第一世代、第二
世代の人権の基盤となる人権であると
しています。
この背景には、二度にわたる世界大
戦、地域的な経済的格差の拡大や地球
規模での環境破壊などのように、20
世紀に生じた国境を越えた地球規模の
問題があります。第三世代の人権は、
まだ新しい考え方なので、具体的な取
組はこれからです。

あらゆる人に人権を
「世界人権宣言」（1948 年）を契機
として、人権は、あらゆる人々に普遍
的に存在しているという考え方が広が
りました。
また、第二次世界大戦以降は、人権
の尊重が平和の基盤となるとの認識の
もと、国際連合（以下国連）主導の各
種の人権条約などによって、他国の人
権状況についての国際的監視が行われ
るようになってきています。
人権は、もともと国家と個人の問題
としてとらえられていました。しか
し、最近では、企業は社会に対して大
きな影響を与える集団となってきてい
るので、企業についても国家と同様に
さまざまな人の人権に配慮し尊重する
責務があるとする考え方も出てきてい
ます。
このように、時代や社会の変化につ
れて、人権はさまざまな面で多様な広
がりを見せています。人々の幸せを保
障する人権は、人々の生活が変化して
いく限り、これからもさまざまな広が
りを見せていくでしょう。

人権は人々の要求と努力が強まるにつれ、また、時代や社会の変化につれて、
多様になってきています。幸せを求め、人間らしい生活を守ろうとする人々の願
望が、権利意識を高めてきました。

人権のはじまりと広がり

人権啓発テキスト.indd   2-3 10.3.23   9:21:05 PM



Ⅱ 人権への取組と保障 Ⅱ 人権への取組と保障

4 5

Ⅱ 人権への取組と保障

20世紀は、二度にわたって世界大戦
が起こり、特に、第二次世界大戦中に
おける人権侵害、人権抑圧は、これま
でにない不幸を人々にもたらしました。
このようなことへの反省としてつく
られたのが、国連です。その国連の発
足に先立ち制定された国連憲章は、「人
権及び基本的自由を尊重するように助
長奨励することについて、国際協力を
達成すること」を目的の一つとして掲
げ、「人権及び基本的自由の普遍的な
尊重及び遵守」のためにすべての加盟
国が「共同及び個別の行動をとること
を誓約する」ことを規定しています。
そして、1948（昭和 23）年 12 月
10日の第 3回総会（パリ）において、
すべての人と国が守るべき基準として
の「世界人権宣言」を採択しました。
世界人権宣言は、誕生以来世界各国
の憲法や法律に取り入れられ、さまざ
まな国際会議の決議にも用いられ、世
界各国に強い影響を及ぼしています。
世界人権宣言は、基本的人権尊重の
原則を定めたものであり、世界の人々

にとって希望と励みの源となってお
り、この宣言により、人権を守る動き
は大きく進んでいます。

世界人権宣言は、前文と 30条から
なり、だれもが自由であることにより
人権が保障されるとする自由権（1～
20条）、参政権（21条）、国家や地方
公共団体の関与によって人権が保障さ
れる社会権（22 ～ 27 条）にわけて
規定しています。また、第 29条では、
「すべて人は、その人格の自由かつ完
全な発展がその中にあってのみ可能で
ある社会に対して義務を負う」とし、
他人の権利及び自由を尊重しなければ
ならず、民主的社会における道徳、公
の秩序と福祉のため定められた法律の
制限に服すべきことを定めています。

人権の問題は、各国ごとの国内問題
であるという考え方から、第二次世界
大戦終了以降は、国際社会全体にかか
わる重要な問題であるという考え方が

次第に一般的になってきました。この
ような考え方から、世界人権宣言が採
択された後も、この宣言で規定された
権利に法的な拘束力をもたせるため、
「経済的、社会的及び文化的権利に関
する国際規約」及び「市民的及び政治
的権利に関する国際規約」の二つの国
際人権規約が起草され、1966（昭和
41）年の国連総会において全会一致
で採択されました。
この二つの国際人権規約は、最も基
本的かつ包括的な条約として人権保障
のための国際的基準となっています。
これらに加えて、国連が中心となり個
別の人権保障のための条約が作成さ
れ、日本はそのうち 12の条約を締結
しています。（☞P46参照）

国連には、人権理事会、人権高等弁
務官事務所をはじめ、人権とのかかわ
りが深く人権の保障を確保するための
さまざまな機関が設置され、活動を
行っています。また、人権に関する諸
条約に基づき、締約国における条約の
執行状況を監視するために設置された
各種委員会（人権条約実施機関）とも
連携しています。
複雑化する世界情勢を反映して、人
権を擁護するため、国連は世界人権宣
言や人権に関する条約の作成をはじ

め、国際児童年や国際識字年などの国
際年や国連の 10年などの制定による
人権に関する国際的な世論の喚起を図
る活動も行っています。
特に、1994（平成 6）年の総会では、
1995（平成 7）年から 2004（平成
16）年までの 10年間を「人権教育の
ための国連 10年」と決議し、各国に
おいて「人権という普遍的文化」が構
築されることを目標とし、人権に関す
る教育啓発活動に積極的に取り組むよ
う要請しました。これを受けて、世界
各国では、人権に関する国内行動計画
の策定や人権センターの設立など、さ
まざまな取組が進められてきました。
「人権教育のための国連 10 年」終
了後も、人権教育は必要であるとの
認識から、国連では 2005（平成 17）
年「人権教育のための世界計画」を開
始し、初等中等教育に焦点を当てた
第 1フェーズ（2005 ～ 2007 年・以
降 2009 年まで延長）行動計画も採択
されました。なお、2009（平成 21）
年 10 月、人権理事会で 2010 年から
2014 年までを第二フェーズとするこ
とが決議されています。

国際社会における取組
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世界的に人権尊重の気運が高まりを
みせる中で、日本においても、戦後、
人権関係の多くの国際条約の批准や宣
言の決議に加わりました。「世界人権
宣言」については、日本はまだ連合軍
の占領下にあり、国連にも加盟してお
らず、その作成には関与しませんでし
たが、主権を回復することになった
1951（昭和 26）年のサンフランシス
コ平和条約の前文では、「世界人権宣
言の目的を実現するために努力する」
意思を宣言しました。それとともに、
基本的人権の尊重を基本原理とする日
本国憲法の下で、国政の全般にわたり、
人権に関する諸制度の整備や諸施策の
推進が図られてきました。
平成 7年には、「人権教育のための
国連 10年推進本部」が設置されると
ともに、平成 9年 7 月には、「『人権
教育のための国連 10年』に関する国
内行動計画」が策定されました。この
行動計画では、人権という普遍的文化
を構築することを目的に国の各省庁の
連携・協力のもと、あらゆる場を通じ
て訓練・研修、広報、情報提供努力を
積極的に行うとともに重要な人権課題
に対する積極的な取組を行うこととし
ています。
また、平成 8年には、人権擁護施

策の推進を目的とする「人権擁護施策
推進法」が制定されました。
平成12年12月には、国や地方自治
体の人権教育及び人権啓発に関する責
務等を定めた「人権教育及び人権啓発
の推進に関する法律」が公布・施行さ
れました。（☞P38参照）この法律に
基づき、国は「『人権教育のための国連
10年』国内行動計画」などをふまえた、
「人権教育・啓発に関する基本計画」を
平成14年 3月に公表しました。この
基本計画に基づき、人権が共存する人
権尊重社会の早期実現に向け、国は人
権教育・啓発を総合的かつ計画的に推
進しています。（☞P43参照）

国連は、世界人権宣言採択日の 12 月
10 日 を「 人 権 デ ー（Human Rights 
Day）」と定め、国連加盟国等に対し、人
権啓発・教育活動を推進するためのさま
ざまな行事を実施するように呼びかけて
います。
日本では、この「人権デー」を最終日
とする 1週間（12月 4日から 10日まで）
を「人権週間」と定め、人権尊重思想の
普及高揚のための啓発活動を全国的に展
開しています。
兵庫県では、「人権週間のつどい」（講
演会等）を開催し、人権週間の意義を広
く県民に周知し、人権意識の普及高揚を
図っています。

本県においては、兵庫2001年計画（昭
和60年12月策定）における「共生型
ネットワーク社会づくり」の基本理念

県政の目標に掲げ、県民の生涯学習の
充実や青少年の健全育成、福祉施策や
家庭施策の推進、コミュニティづくりな
ど、「こころ豊かな人づくり」、「すこや
かな社会づくり」をめざすさまざまな
施策を展開し、人権の尊重される社会
づくりに努めてきました。
とりわけ、生命の尊厳や人と人のつ
ながりの大切さなど、阪神・淡路大震
災などから学んだ貴重な教訓を生かし
たさまざまな取組を進めてきたところ
です。
女性、子ども、高齢者、障害のある人、
同和問題、外国人、HlV 感染者等の人
権課題については、各個別の計画等に
基づきそれぞれの課題に対応した施策
の推進に努めるとともに、県の機関や
関係団体などと連携を図りつつ、啓発
をはじめ研修、相談、研究事業などに
取り組んできました。

人「、もていおに育教会社や育教校学
）定策月3年01成平（」針方本基育教権

に基づき、自己実現と共生をめざして
人権教育を推進してきました。
また、「兵庫県人権教育及び啓発に

関する総合推進指針」（平成 13 年 3
月策定）に基づき、家庭や学校、地域、
職場などのあらゆる場における教育及
び啓発を進めることにより、人権の尊
重が社会の文化として定着し、県民す
べてがお互いを認め合いながら「共に
生きる社会」の実現をめざしてきまし
た。（☞ P40 参照） 平成 16 年度から
は、多様な人権問題の解決を図るため、
「人権文化をすすめる県民運動」を展
開しています。（☞P12参照）
今後とも、人権の尊重をめぐる国内
外の動向や「人権教育及び人権啓発の
推進に関する法律」の趣旨を踏まえる
とともに、兵庫県の羅針盤となる「21
世紀兵庫長期ビジョン・全県ビジョン
推進方策（第 2期）」（平成 18年 3月
策定）で示されている基本課題や、め
ざすべき社会像等も見据えつつ、すべ
ての県民に人権尊重の理念について理
解を深めていただけるよう、人権教育
及び啓発に関するさまざまな施策を進
めていきます。

日　本　の　取　組 兵　庫　県　の　取　組

「人権デー」と「人権週間」

兵庫県人権啓発活動シンボルマーク
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自由に生きる権利（自由権）
人はだれでも、それぞれの個性や能
力を生かして自分自身の人生を築いて
いこうとします。どんな人生を築くか
は個人の自由であり、権力に強制され
るものではありません。
自由権は、日常生活に権力が干渉し
ないように求める権利であり、権力の
抑圧から解放される権利です。日本国
憲法では、自由権を三つの角度から、
次のように保障しています。

①身体の自由
その第一は身体の自由で、人間の自

由の基本です。人を奴隷のように扱っ
たり、むりやり強制労働をさせたりし
てはなりません（第18条）。また、法
律の定める手続きなしに、身体を拘束
したり、刑罰を加えたりすることが許
されないことはいうまでもありません
（第 31条）。権力者の一方的な考えで
人々を逮捕・投獄したり、拷問や残虐
な刑罰を加えたりすることももちろん
禁止されています（第33～ 36条）。

②精神の自由
自由権の第二は精神の自由です。こ
の精神の自由には思想・良心の自由な
ど人間の心の中の自由とそれを外に向
かって表現する自由の二つの意味が含
まれています。精神の自由が保障され
なければ、人々の心のはたらきは侵さ
れ、人間らしさも失われてしまいます。
日本国憲法では、ものの見方や考え方
の自由（第 19 条）、信教の自由（第
20条）、学問の自由（第 23条）を保
障しています。また、政治を批判し、
政治を正す運動も、言論・集会・結社
の自由（第 21条）として認められて
います。

③経済活動の自由

①身体の自由

②精神の自由

③経済活動の自由
第三は経済活動の自由です。これは
財産活用の自由（第 29 条）、居住・
移転及び職業選択の自由（第 22 条）
などが含まれています。現在では、家
柄や身分で職業が限定されたり、勝手
に財産が奪われたりすることはありま
せん。豊かな生活をめざして、自由な

創意や努力を重ね、労働者を雇って企
業を起こすこともできます。現代の私
たちの社会は、経済活動の自由によっ
て大きく発展してきました。

平等の権利
人間は、だれでも、等しく尊重され、
平等に扱われなければなりません。差
別は、人間の尊厳を否定するものであ
り、絶対に許されるものではありませ
ん。しかし、社会に、支配する者とさ
れる者との関係が生まれたときから、
さまざまな差別が始まり、それは今も
続いています。
権力をもつ者には、人々の間に制度
の垣根や心の垣根をつくり、差別を助
長することによって、その地位を守り
強めようとする者もいました。人々は、
お互いの尊厳を認め合い、平等な関係
を築こうとする努力によって、権力者
に対抗し、市民革命を成功させました。
平等の権利は、市民革命以来、自由に

生きる権利とともに求められ、ついに
法の下で、だれもが平等な扱いを受け
る権利が保障されました。これが、「法
の下の平等」という原則で、すべての
人権の基盤となるものです。
日本国憲法でも、平等の権利を次の
ように定めています。「すべて国民は、
法の下に平等であって、人種、信条、
性別、社会的身分又は門地により、政
治的、経済的又は社会的関係において、
差別されない」（第 14条）。

人間らしく生きる権利（社会権）
経済上の不平等が社会の大きな問題
となった結果、すべての人間に、人間
らしく豊かな生活を保障するという社
会権が基本的人権として認められるよ
うになりました。
日本国憲法は、生存権（第 25条）・

教育を受ける権利（第 26 条）・労働
者の諸権利（第 27、28条）の三つの
社会権を保障しています。

日本国憲法で保障されている基本的人権

基本的人権の尊重は日本国憲法の柱の一つで、侵すことのできないものである
と規定されています。言いかえると、日本国憲法は日本の人権宣言であると言え
ます。
　また、人権を守るために、参政権や裁判を受ける権利も保障されています。

人権啓発テキスト.indd   8-9 10.3.23   9:21:07 PM



Ⅱ 人権への取組と保障 Ⅱ 人権への取組と保障

10 11

①生存権
すべての人間に、少なくとも人間ら
しいと言えるような生活を保障すると
いう生存権は、1919 年のワイマール
憲法（ドイツ）で、資本主義国の憲法
としては初めて、人権として認められ
ました。第二次世界大戦後は、世界人
権宣言や、多くの国々の憲法で、生存
権を保障するようになりました。
日本国憲法は、「すべて国民は、健
康で文化的な最低限度の生活を営む権
利を有する」（第 25 条）と生存権を
認め、その保障のために社会福祉や社
会保障を進めていくことを国の責務と
しています。

②教育を受ける権利
人間には、未知の世界を探求した

い、豊かな知識や高度な技術を習得し
たい、という欲求があります。特に子
どもには、自分の生活を自分で決めら
れるよう、精神的にも成長して自立し
たい、という強い欲求があります。こ
れらの欲求は、「教育を受ける権利」
として保障されています。この権利に
よって、一人ひとりが人間としての個
性と能力をのばし、主権者としての自
覚と判断力を培っていくのです。
今日では、国民の「教育を受ける権
利」を保障していくために、義務教育
を無償とし、国や地方公共団体が学校

の建設や教員の配置などの教育条件を
整備していくことを義務づける法律を
定めています。

一人ひとりの労働者は、雇い主より
も弱い立場にあり、不利な労働条件を
押しつけられやすいものです。労働者
は団結して自分たちの要求を実現する
ために、ストライキを行う権利を保障
されています。労働条件は、労働者自
身の努力と運動によって改善されてい
くもので、人間としてふさわしい労働
条件を整え、生きがいをもって働ける
ようにすることは、社会権を保障する
ものであるといえます。

・労働基本権
日本国憲法は、「すべて国民は、勤
労の権利を有し、義務を負ふ」（第 27
条）と定めて、すべての人に労働の機
会を保障しています。また、労働者が
労働組合をつくること（団結権）、労
働組合が賃金などの労働条件について
雇い主と交渉すること（団体交渉権）、
労働条件の改善のためにストライキな
どを行う争議行為（団体行動権）を認
めています（第 28 条）。これらの諸
権利をまとめて、労働基本権（労働三
権）といいます。

参政権
日本国憲法は、国民自身が政治の上
で重要な役割を果たす権利を定めてい
ます。この権利を、参政権と言い、国
民はこれによって権力を国民の意思の
下におき、人権を守ることができるの
です。
参政権の中心は、国民の代表を選ぶ
権利（選挙権）と代表に立候補する権
利（被選挙権）です。明治憲法下では、
納税額や性別などで選挙権が制限され
ていましたが、現行憲法では、成年者
による普通選挙を保障しています（第
15条）。
また、進んで自分たちの要求を国や
地方公共団体の機関に訴えること（請
願権）（第 16条）、さらに、最高裁判
所裁判官の国民審査権（第 79 条）、
市区町村など地方公共団体での住民投
票権（第 95 条）、憲法改正の国民投
票権（第 96条）なども、重要な参政
権です。

請求権
権利を侵害されたり、不当に不利益
を受けたとき、損害の回復が保障され
ることも大切な権利です。国民はだれ
でも、裁判所に訴えて、自分の権利を
主張し、公正な裁判を受けることがで
きます（第 32 条）。公務員の不法な
行為によって損害を受けた人や、裁判

で無罪になった人が償いを請求する権
利（第 17 条、第 40 条）も保障され
ています。

③労働者の権利
・労働運動と権利の保障

①生存権

②教育を受ける権利

・労働基本権

③労働者の権利
・労働運動と権利の保障
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Ⅲ 人権文化について

●「人権文化」とは
人権尊重の理念が、家庭・地域・職
場・学校などにおいて生活文化として
定着していることです。

人権文化とは、日常生活の中で、お
互いの人権を尊重することを、自然に
感じたり、考えたり、行動することが
定着した生活の有り様そのものをいい
ます。
例えば、混んだ電車やバスでお年寄
りや体の不自由な人に出会ったとき、
声をかけたり、自然に席を譲る行動を
とることであり、雨の日に車で走行中
に歩行者に出会ったとき、車のスピー
ドを落として、泥水がかからないよう
に相手のことを考えた行動をとること
などで、むずかしいことではありません。

●「人権文化をすすめる県民運動」とは
「人権文化」が広く県民に定着する
ように、県が市町とともに推進してい
る啓発活動です。

人々の価値観やライフスタイルの多様化
が進んでいる現代社会では、一人ひとりの
個性を尊重し、お互いの違いを認め合い、
共に支え合う「共生社会」の実現が求めら
れています。
そのためには、日常の交流を通して、

お互いが「こころの壁」をとりはらい、そ
れぞれの価値観やライフスタイルの違い
を受け入れ、相手の気持ちや立場を理解
し、自分以外の人を思いやる感性を磨い
ていくことが大切です。これらの積み重
ねが、日常の身近なできごとを人権の視
点から考えることにつながり、人権を尊
重することを当然のこととして自然と行
動に結びつけられるようになります。この
ように、私たち一人ひとりがお互いの人権
の尊重を感性として育み、日常生活の中
で人権尊重が自然に態度や行動としてあ
らわすことが文化として定着している社
会をめざして、「人権文化をすすめる県民
運動」を市町とともに推進しています。

日常生活のすべての場面で、身近な
ことについて人権の視点から見つめ直
し、感性を高め、行動につながるよう
に努めることです。

「あいさつ」から
人と人のコミュニケーションは気持
ちのよい「あいさつ」からはじまりま
す。他の人を理解する出発となるのが
「あいさつ」です。

「相手を思う想像力」から
日常生活の中で、相手の人権につい
て全く気づいていなかったり、そのこと
が深刻な問題であるという認識に欠け
ていたりして、知らず知らずのうちに他
の人の人権を侵害してしまうことがあり
ます。お互いの人権に配慮し「相手を
思う想像力」を育むことが大切です。

「多様性の容認」から
社会は、さまざまな価値観をもった
人やいろいろな年齢、国籍の人によっ
て成り立っています。自分と異なる人
を変わっているからと、排除したり、
認めないというのではなく、一人ひと
りがお互いの違いを認め、お互いの人
権を尊重する「多様性の容認」をする
ことが大切です。

「共生の心」から
人は、一人で生きているわけではな
く、お互いに支え合って生きています。
他の人の人権を守ることが、自分自身
の人権を守ることにつながります。常
に自分の人権と他の人の人権が共存し
ていくように「共生の心」をもつこと
が大切です。

「感性を育むこと」から
日常生活において、自分の人権のみ
を主張することが、他の人の人権を侵
害する場合があります。人権侵害を受
けた当事者の声に耳を傾けたり、さま
ざまな情報に積極的に触れることなど
を通して、人権侵害の痛みがわかる「感
性を育むこと」が大切です。

「さまざまな人との交流」から

「あいさつ」から

「相手を思う想像力」から

「多様性の容認」から

「共生の心」から

「感性を育むこと」から

「さまざまな人との交流」から
人を思いやり、心を通わせるために
は、人のことをよく知り理解すること
が大切です。そのためには、自分の心
を開いて、年齢、性別、国籍などにこ
だわらず「さまざまな人との交流」を
することが大切です。

「人権文化をすすめる県民運動」について

人権文化をすすめるために
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Ⅳ 人権を考えるために

●　お互いの人権を尊重し豊かな人間
関係をつくるには、まず自分を肯定
する意識をもつことが大切です。そ
れは、自分自身の生きる力となり精
神的安定につながり、ひいては相手
を肯定的にとらえるゆとりができる
からです。

●　自分自身に肯定的な感情をもつこ
と、自分を価値ある存在だと思う気
持ちを「自尊感情」と言います。つ
まり、欠点や短所も含めてまるごと
の自分を受け入れ、「自分が好きだ
と感じること」、「自分の価値を認め
ること」、「自分を大切にすること」
といった自分の存在を肯定する意識
のことです。

●　自尊感情を高めるには、次のよう
な感覚をもつことが大切です。

いてれま包くか温れさ愛らか囲周 ・　
るという感覚

覚感ういとるえ合じ通が話と達友 ・　
でがとこす通りや、し力努は分自 ・　

きるという感覚
覚感ういとだき好がとこの分自の今 ・　

●　自尊感情をもつということは、子
ども自身が親や家族、周りの大人に
愛されていると実感することからは
じまります。育児をする大人自身が
自尊感情を保つことができていれ
ば、子どものよさを見逃さずに認め
ることができます。自尊感情の育成
には、家庭や地域において、子ども
を一人の人として肯定的に見守り、
よさを認め、伸ばしていくことが最
も必要です。

●　「愛の反対は憎しみではない　無
関心だ」これは、マザー・テレサが
残した言葉です。無関心でいること、
苦しむ者にかかわりをもたずに傍観
者であることが、憎しみ以上である
というのです。

●　無関心でいることは、正しい知識
が得られないまま、誤った理解に陥っ
てしまいがちです。それから生まれ
る固定観念（ステレオタイプ）によ
る思い込みや決めつけがマイナスの
感情と結びつくと、偏見になります。
そして、絶対許されない差別につな
がってしまうことが度々あります。

●　私たちの身の回りには、さまざま
な問題を抱えて生活している方がい
て、密かに SOSを発しているかも
知れません。見かけや噂話でのみ判
断するのではなく、関心をもち、正
しく知ろうとすることこそが、解決
に向けた大切な第一歩となります。
まず、自分から動き出すことが大切
です。

自分を受け入れる

ここでは、私たち一人ひとりが人権感覚を磨き、意識を高め、人権尊重の社会
をつくっていくための基本的な視点について取り上げます。

関心をもち 正しく知る

●　私たちは、「みんなと一緒」「みん
なと同じ」であることにより、安心
感をもつ傾向があります。そのこと
が時には、｢みんなと同じでない」
ということから、「異質なもの」と
して排除することにつながることが
あります。

●　人は、それぞれ違った個性や特徴
をもっています。しかし、人を個人
としてではなく、「国籍」「性別」な
どの属性で人を見てしまうと、異質
なものとして間違った思い込みや一
方的な決めつけを生むおそれがあり
ます。そうではなく、自分とは違う

人とのかかわりが多ければ多いほ
ど、生き方の幅が広がり豊かな生活
が送れるのではないでしょうか。

●　人はだれも一人では生きていけな
いものです。多くの人と支え合い多
くの人とつながって生きています。
　一人ひとりがお互いの違いを認
め、他の人の人権を守ることが、ひ
いては、自分の人権を守ることにつ
ながるのです。日ごろからお互いの
違いを認め合い、その上でだれもが
もつ「幸せに生きたい」という願い
を大切にする生き方を心がけること
が重要です。

違いを認め合う
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●　20 世紀には、世界中を巻き込む
不幸な戦争を二度も経験しました。
二度と過ちを犯してはならないとだ
れもが反省したのにもかかわらず、
今もなお、世界の至る所において、
命を奪いあう戦争やテロ、殺人事
件が繰り返されています。また、日
本に目を向けると、自ら命を絶つ人
の数が平成 10 年より 12 年連続で
3万人を超えるという現実もありま
す。（平成 21年 12月末現在）

●　今ある私たちの命は、祖先から受
け継がれてきたものです。つまり、
何百年も何千年も何万年も前の命と
つながっているのです。祖先の中の

一人でも欠けていれば、今の自分は
存在しません。また、一人でも違う
人だったとすれば、今の自分とは違
う自分であるはずです。そう考えれ
ば、命の重さ、尊さを感じずにはい
られません。

●　この尊い命を互いに守り合い、未
来に受け継いでいかなくてはなりま
せん。そのためには、人間以外の生
き物や自然環境の保護など地球規模
で考え、取り組む必要があります。
　私たちのかけがえのない命を、胸
をはって未来にバトンタッチしたい
ものです。

つながる命を感じる Ⅴ さまざまな人権
人権尊重について理解を深めるためには、「法の下の平等」や一人ひとりの人
権を個人として尊重するという普遍的な視点と、人権課題を現実社会の中で具体
的な問題としてとらえ、身近な課題に対して積極的に取り組み、解決していこう
とする個別的な視点との両面からのアプローチが大切です。
　ここでは、取組が求められている主な人権課題について取り上げます。

高齢者に関する問題
障害のある人に関する問題
働く人の権利に関する問題

インターネットを悪用した人権侵害の問題
子どもに関する問題

北朝鮮拉致（らち）被害者に関する問題
女性に関する問題

犯罪被害者に関する問題
環境と人とにかかわる問題

同和問題
日本に居住している外国人に関する問題

ホームレスの人に関する問題
エイズ患者・HIV（エイズ・ウイルス）感染者に関する問題

刑を終えて出所した人に関する問題
人身取引（性的搾取、強制労働等）に関する問題
性同一性障害者（心と身体の性が一致しない人）に関する問題

ハンセン病患者・回復者等に関する問題
性的指向（異性愛・同性愛・両性愛）を理由とした人権侵害の問題

アイヌの人々に関する問題
その他の問題
特にない
無回答

■特に関心のある人権問題
　日本の社会には、人権にかかるいろいろな問題がありますが、
あなたが特に関心をお持ちのものをあげてください。

兵庫県・（財）兵庫県人権啓発協会
「平成20年度人権に関する県民意識調査」より
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男女平等の理念は、日本国憲法に明
記されており、法律においても男女雇
用機会均等法などによって男女平等の
原則が確立されています。また、昭和
60年に女性差別撤廃条約が批准され、
平成11年の「男女共同参画社会基本法」
の制定に基づいて、平成12年に「男女
共同参画基本計画」（平成17年改定）
が策定され、男女が互いに人権を尊重
しつつ責任を分かち合い、その個性や
能力を十分に発揮できる男女共同参画
社会の実現をめざしたさまざまな取組
が進められています。
兵庫県では、平成14年 4月に「男

女共同参画社会づくり条例」を施行し、
男女共同参画社会づくりに関する基本
理念をはじめ、県、県民、事業者、団
体の責務を明らかにするとともに、県の
施策の基本的事項を定め、取組を進め
てきました。
しかし、今なお、「男は仕事、女は家
庭」といった社会に根強く残る固定的
な役割分担意識により、家庭や職場等
でさまざまな男女差別が起きています。
さらに、配偶者・恋人などからの

暴力（ドメスティック・バイオレン
ス /DV）や職場等におけるセクシュ
アル・ハラスメントはもとより、性犯
罪などの「女性に対する人権侵害」も
重大な問題です。そのため、「ストー
カー行為等の規制等に関する法律」（平
成 12年）、「配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に関する法律」（平

成 13年）が施行され、特にDVに関
しては、兵庫県では、「兵庫県配偶者
等からの暴力対策基本計画」に基づき
DV対策を推進しています。しかし、
女性が被害を訴えにくいことから、問
題が潜在化する傾向があり、そうなら
ないように周囲の人の理解と協力が重
要です。

子どもも大人と同様に基本的人権を
保障されています。大人以上に人権を
侵害されやすい子どもは、社会的に保
護され、守られなければならない存在
です。しかし、子どもを取り巻く環境
は、いじめ、体罰、虐待などに見られ
るように深刻な状況にあります。
「いじめ」の根底には、他人に対す
る思いやりや、いたわりといった人権
意識の立ち遅れがあると考えられ、こ
の問題を解決するためには、教育機関
はもとより社会全体の意識の改革が必
要であると言われています。
また、学校での体罰により、入院治
療を要する重大な結果を生じたものや
体罰を受けた児童・生徒が暴力を屈辱
として受け止める例も少なくありませ
ん。しかもその内容が陰湿なため、児
童・生徒の「いじめ」や「不登校」を
誘発し、あるいは助長していると思わ
れるものもあります。

さらに、児童虐待の問題がありま
す。乳幼児や児童を親等が虐待し、中
には死に至る痛ましい事件が後を絶ち
ません。そのため、平成 12年には「児
童虐待の防止等に関する法律」（児童
虐待防止法）が施行されましたが、事
態の深刻化により、平成 16年、平成
20 年に相次いで改正されています。
兵庫県では、県内のこども家庭セン
ターにおいて、「児童虐待防止 24 時
間ホットライン」を設置し、相談を
24時間体制で受け付けています。
（☞P48参照）

男女が対等なパートナーとして 大人や社会が守る 大切な命 

子ども虐待防止のシンボルであるオ
レンジリボンを使用し、行政と民間が
一体となって、11月の児童虐待防止推
進月間を中心に取り組む児童虐待防止
運動です。
講演会・研修会等の行事や市民も参
加した啓発パレード等、各地でさまざ
まな事業が実施されています。

昇給・昇進の格差など、職
場での男女の待遇の違い

■女性の人権問題に関する意識
　女性に関することで、人権上、あなたが特
に問題があると思われるのはどのようなこ
とですか。　

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50

男女の性別による固定的
な意識（「男は仕事、女は
家庭」など） 

女性の社会進出のための
支援制度の不備

ストーカー行為

配偶者・恋人などからの
暴力（DVなど）

セクシュアル・ハラス
メント

売春・買春、援助交際

アダルトビデオ、ポルノ
雑誌の女性のヌード写真
や映像の商品化等

わからない

その他

40.6

36.2

34.6

19.2

18.9

18.3

17.8

15.7

12.9

1.0

複数回答（％）

複数回答（％）

子どもに心理的な虐待を加えた
り、子育てを放棄すること

■子どもの人権問題に関する意識
　子どもに関することで、人権上、あなたが
特に問題があると思われるのはどのような
ことですか。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50 60

子ども同士が「暴力」や「無視」な
どのいじめをしたりすること
いじめをしている人、されてい
る人を見て見ぬふりをすること
インターネットなどによる子ど
もを取り巻く性情報のはんらん
親が子どもにしつけのつもりで
体罰を与えること
児童買春や子どものヌード写
真・映像を商品化すること
親の事情などによって、子ども
が無国籍や無戸籍になること
進路の選択などに関し、大人が
子どもの意見を無視すること
教師が児童や生徒に暴力をふ
るうこと

わからない

その他

57.5

41.2

37.9

29.4

23.8

22.4

20.2

10.7

7.0

6.0

1.3
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日本における平均寿命の大幅な伸び
や、少子化などを背景として、社会の
高齢化はきわめて急速に進んでおり、
平成 20 年には総人口に占める 65 歳
以上の高齢者が 22.6%となっていま
す。さらに、平成25年には4人に1人、
平成 47年には 3人に 1人が高齢者と
なると予測されています。
こうした中、疾病等のために介護を
必要としている高齢者に対し、虐待を
加えるなど高齢者の人権問題が、大き
な社会問題となっています。高齢者に
対する虐待には、身体に危害を加える
「身体的虐待」、言葉や態度などで精神
的に苦痛を与える「心理的虐待」、介
護や生活の世話を放棄するような「養
護の怠慢・放棄（ネグレクト）」に加
えて、本人の承諾なしに年金や預貯金
を引き出したりする「経済的虐待」な
どがあります。こうしたことから、平
成 18年 4月には「高齢者虐待の防止、
高齢者の養護者に対する支援等に関す
る法律」（高齢者虐待防止法）が施行
されました。法律では虐待の定義、通
報義務などを定めています。
また、高齢者に対する就業差別や悪
徳商法や詐欺による被害など、高齢者
の人権問題が大きな社会問題として注
目されています。
兵庫県においては、総合的な高齢者
施策の実施計画として、「ひょうご長
寿社会プラン」を平成 19年 3月に策
定し、だれもが迎える高齢期において、

その尊厳が守られ、高齢者の豊かな経
験や知識が十分に尊重され、活用され
るような社会づくりを進めています。

障害のある人を含むすべての人々に
とって住み良い社会づくりを進めてい
くためには、国や地方公共団体による
各種の施策だけでなく、社会を構成す
るすべての人々の十分な理解と配慮が
必要です。
障害のある人を特別視するのではな

く、一般社会の中で自立と社会参加が
できるような条件を整えるべきであり、
共に生きる社会こそノーマル（普通）
な社会であるという考え方を、「ノーマ
ライゼーション」と言います。日本で
も、さまざまな取組が、「ノーマライゼー
ション」を基本理念の一つとし、障害
のある人の「完全参加と平等」の目標
の下に進められてきています。
ノーマライゼーションへの実現に向
けての代表的な取組の一つとして、道
路や床の段差をなくすといった「バリ
アフリー」があります。しかし、例え
ば点字ブロックの上に自転車を駐輪す
ると、視覚障害のある人の歩行の妨げ
となるなど、ハード面での整備がなさ
れてもその機能が阻害されていること
があり、「心のバリアフリー」も進め
ていく必要があります。
それにより、障害のある人だけでな
く子どもや高齢者などにも生活しやす
い環境が実現され、だれもが安心して
暮らせる社会、すなわち「ユニバーサ
ル社会」づくリにつながります。兵庫
県では、平成 17年 4月に「ひょうご
ユニバーサル社会づくり総合指針」を

策定し、同年 8月に立ち上げた「ユ
ニバーサル社会づくりひょうご推進会
議」を中心に、地域団体や企業等の参
画を得た県民運動を展開しています。
それぞれの人格と個性を互いに理解
し尊重し合えるよう、私たちの意識を
変えていかなければなりません。

自分らしく　いつまでも … 高齢者の人権 だれもが住み良い社会を … 障害のある人の人権… 高齢者の人権 … 障害のある人の人権

悪徳商法や詐欺などによる被
害が多いこと

■高齢者の人権問題に関する意識
　高齢者に関することで、人権上、あなたが
特に問題があると思われるのはどのような
ことですか。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50

働く意欲や能力があるのに雇用と
待遇が十分保障されていないこと

家庭や施設での介護を支援す
る制度が十分でないこと

情報を高齢者にわかりやすい形
にして伝える配慮が足りないこと

高齢者が暮らしやすいまちづくり
や住宅づくりが十分でないこと

病院での看護や福祉施設での
介護や対応が十分でないこと 

家族が世話することを避けたり、
家族から虐待を受けたりすること

高齢者が邪魔者扱いされ、意
見や行動が尊重されないこと

高齢者だけでは住宅への入居
が難しいこと

わからない

その他

44.9

39.6

39.0

27.3

24.6

24.0

19.5

15.5

12.4

4.8

1.2

複数回答（％）

働く場所や機会が少なく、待遇
が十分保障されていないこと

■障害のある人の人権問題に関する意識
　障害のある人に関することで、人権上、あな
たが特に問題があると思われるのはどのよう
なことですか。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50 60

障害のある人が暮らしやすいまちづ
くりや住宅作りが十分でないこと

社会復帰や社会参加のための
受入態勢が十分でないこと

学校や職場で不利な扱いを受
けること

障害のある人の意見や行動が
尊重されないこと

情報をわかりやすい形にして
伝える配慮が足りないこと

病院での看護や福祉施設での
介護や対応が十分でないこと

障害のある人の住宅への入居
が難しいこと

スポーツ活動や文化活動など
へ気楽に参加できないこと

わからない

その他

57.5

41.1

37.9

18.4

17.7

13.3

10.6

10.0

6.3

11.1

1.3

複数回答（％）
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同和問題は、日本社会の歴史的過程
で形づくられた身分差別によって、国民
の一部の人々が長い間、経済的、社会的、
文化的に低い状態を強いられ、今なお日
常生活の上でいろいろな差別をうけるな
どの日本固有の人権問題です。
この問題を解決するため、昭和 44
年以降、国や地方公共団体が各種の特
別対策を講じた結果、住環境などの物
的な基盤整備などでは大きく改善さ
れ、平成 14年 3月には特別対策が終
了し、一般対策へ移行しました。
しかし、国や県の調査結果を見ても、
身元調査や結婚・就職差別を中心に今
日でも課題が残されています。
また、同和地区出身者を誹謗・中傷
する表現や同和地区の所在を示す書き
込みがインターネットに掲示されると
いうことも起きています。
同和問題を解決するためには、私た
ち一人ひとりが同和問題について、よ
り一層理解を深め、因習や偏見、世間
体などに縛られず、日常生活を人権の
視点から見つめ直すことが必要です。

アイヌの人々が、憲法の下で平等を
保障された国民として、その人権が擁
護されなければならないのは当然のこ
とです。しかし、アイヌの人々に対す
る理解が十分ではないため、進学や就
職、結婚などで差別や偏見が依然とし
て存在しています。
これに対し、アイヌ民族の正当な地
位を築こうという気運が高まり、平成
9年には、アイヌ文化を振興し、伝統
の普及を目的とした「アイヌ文化の振
興並びにアイヌの伝統等に関する知
識の普及及び啓発に関する法律」（ア
イヌ文化振興法）が成立しました。そ

して、平成 19 年 9 月、「先住民族の
権利に関する国連宣言」（先住民族権
利宣言）が採択され、さらに翌年の 6
月には「アイヌ民族を先住民族とする
ことを求める決議」が採択され、政府
が初めて、アイヌの人々を先住民であ
ると認めました。
現在、アイヌ語伝承のためのアイヌ
語教室が開設されたり、伝統文化や伝
統行事が各地で復活したりしており、
それに対し、国や地方公共団体もアイ
ヌの人々に対する理解と認識を深める
よう支援を行っています。

差別のない社会づくりを 

理解と認識を深めて 

同和問題の解決を阻む大きな要因になっているものに、いわゆる「えせ同和行為」
の横行があります。これは、同和問題を口実として企業・行政機関等へ不当な圧
力をかけて、高額の書籍を売りつけるなどの行為を指します。えせ同和行為に対
しては、行政機関や企業などが密接に連携し、不当な要求には、毅然とした態度
で断固として拒否することが必要です。

近年では国や兵庫県の人権施策を
みても、多様な人権課題が等しく重
要なものとして位置づけられてお
り、同和問題もそのひとつとされる
ようになってきました。様々な人権
問題にはそれぞれ固有の特徴と共通
する側面があることから、同和問題
に関してもその両面をきちんととら
える必要があります。
1996 年の「地域改善対策協議会
意見具申」においても、また 2002
年の「人権教育・啓発に関する基本
計画」においても、「（個別的視点か
らのアプローチと普遍的視点からの
アプローチの）両者があいまって人
権意識の高揚が図られ、様々な差別
問題も解消されていくものと考えら

れる。」と書かれているように、今
後は同和問題を同和問題固有の枠組
みだけでとらえるのではなく、人権
問題としての共通の視点でとらえ直
すことが大切になります。
したがって、同和問題の解決にあ
たっても社会の人権文化を全体とし
て豊かにするような取組を工夫する
ことや、同和地区と地区外の組織や
人々がそれぞれの経験を生かしなが
ら「人権が大切にされ、多様性が尊
重されるまちづくり」に向けて協働
することが、今後何よりも重要に
なってくるだろうと思います。
（平沢安政　大阪大学大学院教授
「ひょうご人権ジャーナル きずな」

平成21年8月号より抜粋）

結婚問題での周囲から
の反対

■同和問題に関する意識
　同和問題に関して、あなたは、今、どのよ
うな人権問題が起きていると思われます
か。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50

いわゆる同和地区への
居住の敬遠
特に起きているとは思
わない

身元調査を実施すること

差別的な言動

インターネットを悪用し
た差別的な情報の掲載
就職・職場での差別・
不利な扱い
地域の活動やつき合い
での差別・不利な扱い

差別的な落書き

わからない

その他

29.1

29.1

18.0

15.6

12.5

10.7

10.0

7.9

22.4

4.6

2.9

1.7無回答

複数回答（％）
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… 同和問題

… アイヌの人々の人権
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協働による人権のまちづくりの推進を



Ⅴ さまざまな人権

24 25

今日、日本の社会は、諸外国との人
的及び物的交流が飛躍的に拡大し、日
本に在留する外国人が増加しています。
平成20年末現在の外国人登録者数は、
190カ国約 221万 7000人（兵庫県内：
135カ国約10万 2000人）で、日本の
総人口の1.74パーセントを占めていま
す。（平成 21年版在留外国人統計〈法
務省〉）
そのため、言語、宗教、生活文化や
習慣等の違いから、外国人をめぐってさ
まざまな人権問題が発生しています。例
えば、日本の歴史的経緯に由来する在
日韓国・朝鮮人等の永住者をめぐる問
題があります。また、外国人であるとい
う理由だけで、家主や仲介業者の意向
により、アパートやマンションに入居さ
せないという差別的取り扱いがなされた
り、公衆浴場においての入浴を拒否した
りするという問題が発生しています。あ
るいは、外国人について根拠のない噂
が広まるといった事案も生じています。
兵庫県では、外国人県民が安心して
暮らすことができるよう、㈶兵庫県国際
交流協会の外国人県民インフォメーショ
ンセンターにおいて、5言語（日本語・
英語・中国語・スペイン語・ポルトガル
語）による生活相談や情報提供等を行っ
ています。（http：//www.hyogo-ip.or. 
jp/）（☞ P49参照）
また、県教育委員会では、子ども多
文化共生センターを中核として、日本語
指導が必要な外国人児童生徒の自己実

現を支援するとともに、すべての児童生
徒に共生の心を育成するため、子ども
多文化共生教育の充実を図っています。
（http：//www.hyogo-c.ed.jp/̃mc-
center/）（☞ P49参照）
言語、宗教、生活文化や習慣等の違

いなど、外国人のもつ文化や多様性を
受け入れ、互いに認め合いかかわりあう
「多文化共生社会」をつくっていくことが
重要です。

エイズウィルス（HIV）やハンセン
病などの感染症については、まだまだ
正しい知識や情報が普及しているわけ
ではなく、こうした感染症等について
の理解不足から生じる人権問題もあり
ます。

例えば、エイズの原因である HIV
の感染カは非常に弱く、正しい理解が

あれば日常生活をともにすることがで
きます。医療技術の進歩により、感染
したとしても通常の生活を送ることが
できるようになっています。兵庫県で
は、患者等の精神的不安等の負担の軽
減を図るため、エイズカウンセラーを
派遣し、継続的にきめ細かな相談・カ
ウンセリングを行う「兵庫県エイズカ
ウンセラー派遣事業」を平成 20年度
から行っています。
また、ハンセン病は、もともと病原
性の弱い「らい菌」による感染症です
が、過去には遺伝病と誤解され、患者
の強制隔離が行われました。しかし、
感染したとしても発病することは極め
てまれで、しかも万一発病しても、早
期治療により後遺症は残りません。ハ
ンセン病に対する差別や偏見の解消を
更に推し進めるため、平成 20年には
「ハンセン病問題の解決の促進に関す
る法律」が成立し、平成 21年に施行
されました。兵庫県では、「療養所入
所者の里帰り事業」や「療養所への訪
問・交流事業」などを行っています。

違いを認め合い かかわりあって 正しい理解をもって 

昭和 39 年に、6月 25 日を含めた週の日曜日から土曜日までを「ハンセン病
を正しく理解する週間」と定められました。
6月25日は、病気の予防と患者の救済に特別の関心を寄せられた大正天皇の后・
貞明皇后の誕生日であり、ハンセン病に対する正しい知識の普及に努め、ハンセ
ン病療養所入所者等の福祉の増進を図ることを目的に、週間中には、さまざまな
事業が実施されています。

 … 外国人の人権 …HIV 感染者・ハンセン病患者等の人権

ハンセン病を正しく理解する週間とは

 … 外国人の人権 …HIV 感染者・ハンセン病患者等の人権

ハンセン病を正しく理解する週間とは

就職・職場で不利な扱
いを受けること

■日本に居住している外国人の人権問題に関する意識
　日本に居住している外国人に関すること
で、人権上、あなたが特に問題があると思わ
れるのはどのようなことですか。　

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50

文化や生活習慣の違いから
いやがらせを受けること
年金など社会保障制度で
不利な扱いを受けること
病院や施設などで、外国語の表記
などの対応が不十分であること
入学・学校で不利な扱
いを受けること
住宅の申込みや入居で不
利な扱いを受けること
政治に意見が十分反映
されないこと
結婚問題で周囲から反
対されること

わからない

その他

無回答

29.1

28.6

22.5

20.3

14.5

14.1

13.4

10.5

1.2

29.6

3.1

複数回答（％）

悪いうわさや感染情報が他
人に伝えられること

■エイズ患者・ＨＩＶ感染者の人権侵害に関する意識
　エイズ患者・ＨＩＶ感染者に関することで、人権上、あなたが
特に問題があると思われるのはどのようなことですか

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50

治療や入院の拒否をすること

就職・職場での不利な扱い
があること

入学・学校での不利な扱い
があること

公共施設などの利用での不
当な扱いがあること

結婚問題での周囲の反対が
あること

無断でエイズ検査をすること

わからない

その他

46.9

26.7

25.1

12.6

12.3

11.8

10.8

35.5

0.6

複数回答（％）
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刑を終えて出所した人に対しては、
まだまだ根強い偏見や差別意識があり
ます。就職や入居に関しての差別や、
悪意のある噂や地域社会などからの拒
否的な感情など、本人の努力にもかか
わらず、更生意欲がそがれてしまうこ
とがあり、社会復帰をめざす人たちに
とって現実は極めて厳しい状況にあり
ます。
また、本人だけではなく、その家族
や親族に関しても、地域社会や職場、

学校などで差別的な扱いを受けること
があります。
刑を終えて出所した人が、真の社会
復帰を実現し、社会の一員として円滑
な生活を営むことができるようにする
ためには、本人の強い更生意欲ととも
に、家族、職場、地域社会など周囲の人々
の理解と協力が必要です。刑を終えて
出所した人に配慮し、同じ社会の一員
として温かく迎えることが大切です。

誰もが犯罪被害者になりうる現実が
ある中で、犯罪被害者やその家族は、
生命を奪われ、家族を失い、傷害を負
い、財産を奪われるなどの目に見える
被害に加えて、重大な精神的被害を受
けています。加えて、再被害の不安や
捜査・公判の過程での負担などで新た
な精神的被害を受けたり、さらには、
周囲の好奇の目、誤解に基づく中傷、
無理解な対応や、過剰な取材・報道な
どによる名誉や生活の平穏の侵害な
ど、犯罪による直接的被害にとどまら
ず、副次的な被害に苦しめられること
が指摘されています。
このような事態を改善するため、平
成 17 年には「犯罪被害者等基本法」
が施行されました。兵庫県では、平成

18 年に施行された「地域安全まちづ
くり条例」の中で、犯罪被害者等を支
援する機関・団体と協働して情報提供
や相談、その他の支援を行うことを定
めています。

同じ社会の一員として 

無責任な噂や中傷が人を傷つけています 

高度情報化社会が進展し、インター
ネットや電子メールは、だれでも情報
を受信・発信できる手軽で便利なメ
ディアとして、急速に普及しています。
その反面、匿名性（実際には発信者
を特定することは可能です。）、情報発
信の容易さから、他人を誹謗中傷する
表現や差別を助長する表現、個人や集
団にとって有害な情報が電子メールで

流されたり、インターネット上に掲載
されたりするなど、人権にかかわるさ
まざまな問題が発生しています。
特に、子どもが犯罪に巻き込まれ被
害にあう事例が多発しています。少年
が保護者の監督の及ばない所で、パソ
コンや携帯電話によりインターネット
を利用して違法・有害情報に直接アク
セスできる状況が放置されていたり、
出会い系サイトを利用して児童買春な
どの性的被害に遭う事件が多発したり
しています。「メール」だけでなく、「ブ
ログ」「プロフ」など新しい形態が次々
とつくり出され、インターネット上で
のいじめの件数が増加しており、それ
に伴う不登校、自殺も深刻な問題に
なっています。
このような状況に対し、憲法の保障
する表現の自由へ配慮しながらも人権
を侵害する悪質な情報の掲載に関して
は、「プロバイダ責任制限法」（平成
14 年）、「個人情報の保護に関する法
律」（平成 15 年）、「インターネット
異性紹介事業を利用して児童を誘引す
る行為の規制等に関する法律（出会い
系サイト規制法）」（平成 15年・平成
20 年改正）、「青少年が安全に安心し
てインターネットを利用できる環境の
整備等に関する法律（青少年インター
ネット環境整備法）」（平成 20年）な
どの法的な対応や業界の自主規制によ
る対策が進んでいます。

使う側の人権意識が大切です 

他人へのひどい悪口や差別的な
表現などを掲載すること

■インターネットを悪用した人権侵害に関する意識
　インターネットを悪用した人権侵害につ
いて、あなたが特に問題があると思われる
のはどのようなことですか。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50 60 70

犯罪を誘発する場となっている
出会い系サイトなどがあること

いったん流れた情報の訂正や 
回収が難しいこと

悪質商法によるインターネット
取引での被害があること

第三者が無断で他人の電子
メールを閲覧すること

ポルノ画像など有害なホーム
ページがあること

捜査対象の未成年者の名前・顔
写真を掲載すること

わからない

その他

66.5

42.0

34.8

31.1

25.8

18.3

12.6

11.7

0.8

複数回答（％）
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…インターネットによる人権侵害…刑を終えて出所した人の人権

…犯罪被害者等の人権

…インターネットによる人権侵害
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理解を深めることが必要です 

セクシュアル・マイノリティとは、
性にまつわる場面において、少数派（マ
イノリティ）である人たちのことを言
います。具体的には、性的指向、性同
一性障害などがあり、学校や職場など
において偏見や差別を受けて苦しんで
いるという現状があります。
性的指向とは、人の性愛がどういう
対象に向かうのかを示す概念を言い、
具体的には、性愛の対象が異性に向か
う異性愛、同性に向かう同性愛、男女
両方に向かう両性愛を指します。特に、
「男性が男性を、女性が女性を好きに
なる」ことに対しては根強い偏見があ
り、同性愛者、両性愛者の人々は少数
派であるがために正常と思われないこ
とがあります。
また、性同一性障害とは、生物学

的な性（からだの性）、社会的文化的
につくられた男女の性役割や行動様式
（社会の性）、性自認（こころの性）が
一致しないため、自分の性別に違和感
をもち受け入れられず、社会生活に支
障がある状態を言います。しかし、平
成 16年には「性同一性障害者の性別
の取扱いの特例に関する法律」が施行
され、性同一性障害者であって一定の
条件を満たすものについては、性別の
取扱いの変更の審判を受けることがで
きるようになりました。（平成 20 年
改正、条件が緩和）
現在も、これらの人々の人権を守る
ために、啓発活動や相談、調査救済活
動が行われており、理解を深め、偏見
や差別をなくすことが必要です。

1970年代から80年代にかけて、北
朝鮮による日本人拉致が多発しました。
現在、17 名が政府によって拉致被
害者として認定され、うち兵庫県関係
者として田中実さんと有本恵子さんが
います。このほかにも、北朝鮮により
拉致された可能性を排除できない人た
ちがいます。
平成 14年 9月に北朝鮮は日本人拉
致を認め、同年 10月に 5人の被害者
が帰国しましたが、他の被害者につい
ては、未だ北朝鮮から納得のいく説明

はありません。残された被害者たちは、
今なおすべての自由を奪われ、およそ
30 年もの間北朝鮮に囚われたままの
状態で、現在も救出を待っています。
このような状況に対し、平成 18年
に「拉致問題その他北朝鮮当局による
人権侵害問題への対処に関する法律」
が施行され、国及び地方公共団体の責
務等が定められるとともに、毎年 12
月 10 日から 16 日までを「北朝鮮人
権侵害問題啓発週間」としました。
喫緊の国民的問題である拉致問題の

関心をもつことから解決へ 

社会みんなの問題です 

…セクシュアル・マイノリティの人権

…北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権

…ホームレスの人権

…セクシュアル・マイノリティの人権

…北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権

…ホームレスの人権

仕事の減少、倒産や失業、病気やけ
がなどが原因で、公園、河川敷、道路
などでの生活を余儀なくされる人々が
多数います。こうしたホームレスとなっ
た人々の中には、きちんと就職して働
きたいという自立の意志をもつ人が多
いにもかかわらず、偏見や差別の対象
になることが少なくありません。また、
ホームレスに対する嫌がらせや暴力事
件などもたびたび発生しています。
こうしたホームレスの自立を支援す
るために、平成 14年に「ホームレス
の自立の支援等に関する特別措置法
（ホームレス支援法）」が成立し、地方
公共団体は就労機会や住居の確保、生
活相談などの対策を講じるよう定めら
れました。それに基づき、「ホームレ
スの自立の支援等に関する基本方針」

（平成 15 年）が策定され、全国調査
を経て平成 20年に見直しがなされま
した。
兵庫県においても、平成 16年に国・
県・市の関係機関と民間支援団体から
なる「兵庫県ホームレス自立支援対策
連絡協議会」を設置するとともに、「兵
庫県ホームレスの自立の支援等に関す
る実施計画」を策定し、ホームレスに
対する相談体制、保健・医療の確保、
住まいの確保や雇用・就労支援の充実
を図っています。
ホームレスの自立を図るためには、
ホームレス及び近隣住民双方の人権に
配慮しつつ、ホームレスに対する偏見
や差別を解消するよう、地域社会の理
解と協力が必要です。

また、兵庫県では、平成 21年 3月
に「青少年愛護条例」を改正し、保護
者に対し、18 歳未満の青少年が使用
する携帯電話の契約時にフィルタリン
グを利用しない場合、正当な理由の申
出書の提出を義務付ける（平成 21年
7月施行）など、インターネット上の
有害情報から青少年を保護する取組を
進めています。
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解決をはじめとする北朝鮮当局による
人権侵害問題への対処が国際社会を挙
げて取り組むべき課題とされる中、こ

の問題についての関心と認識を深めて
いくことが大切です。

毅然とした態度をもって …人身取引（トラフィッキング）…人身取引（トラフィッキング）

性的搾取や強制労働、臓器移植など
を目的とした人身取引（トラフィッキン
グ）の問題は、大変深刻な人権侵害で
あり、決して許されるものではありませ
ん。被害者の多くは女性や子どもであ
ると言われており、日本は被害者が最
終的にたどり着く受入国の一つである
と国際社会から批判を受けています。
こうした現状に対し、平成 16年 4
月、内閣に「人身取引対策に関する関
係省庁連絡会議」が設置され、同年
12 月には同会議において、人身取引
の撲滅、防止、人身取引被害者の保護

等を目的とする「人身取引対策行動計
画」を取りまとめました。
平成 21 年 12 月には、見直しが図
られ、「人身取引対策行動計画 2009」
が策定されました。
また、人身取引その他の人身の自由
を侵害する犯罪に対処するため、平成
17年6月に刑法等の一部が改正され、
同年 7月から施行されています。
人身取引をなくすためには、その実
態を知り、社会全体の問題として認識
する必要があります。

「家庭はあらゆる教育の出発点」と

言われるように、人は家庭に生まれ、

さまざまなことを学びはじめます。人

権意識の体得も家庭ではじまります。

したがって、家庭の中の人間関係が、

人権感覚を養う上で大切です。

しかしながら、近年、家庭内での希

薄な人間関係、親の規範意識の欠如、

育児不安の広がりやしつけへの自信の

喪失、過保護や過度の放任といった家

庭の教育力の低下が指摘されています。

このような中で、平成 17 年には、

子どもの育成に伴う家庭への支援や環

境整備のための国・地方公共団体の責

務を明らかにした「次世代育成支援対

策推進法」が施行されました。

また、兵庫県においては、こうした

状況を踏まえ、必要な人に必要な支援

が届くよう、県の多様な家庭応援施策

を県民にわかりやすく体系的に整理し

た「ひょうご家庭応援プログラム」を

平成 19年度より作成、発表しており、

家庭と地域の再構築をめざし、民間と

行政が力を合わせて、家庭応援施策の

展開を総合的に推進しています。

また、高齢化とともに少子化の問題

が深刻化しており、私たち一人ひとり

が社会と家族との関係を見直す時期が

来ています。

家庭においては、男女が、それぞれ

の責任を担って共に協力し合うことが

大切です。育児や子どもの教育、高齢

者の介護は、男女が等しく担うべき大

切な社会的責任であるという理念に

立って、「自分の家庭」を見つめ直し

てみましょう。

人権は、概念としてだけではなく、具体性をもってとらえていくことが大切で
す。日常の身の回りの出来事を「自分のこと」として人権の視点からとらえ、意
識していくことが大切であり、日常の行動に結びつけていくことによって人権の
尊重が文化として根付いていくものです。

家族が共に協力し合うことが大切です …家庭と人権

Ⅵ 日常生活における人権
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個性や能力が発揮できる職場づくりを …職場と人権

世界的な金融危機と長引く不況の影

響により、日本の雇用情勢は悪化して

います。パートタイマーや人材派遣等

の非正規労働者の増加、「派遣切り」

による労働者の解雇、失業者の急増等

が社会問題化しています。

このような厳しい状況の中で、労働

者の能力が発揮されるためには、個性

が尊重されるとともに、性別や年齢、

学歴、信条、宗教、門地などによる差

別的な待遇を許さない、機会均等の職

場であることが重要です。

その実現に向けて、法整備も進めら

れています。

改正「男女雇用機会均等法」では、

事業主にセクシュアル・ハラスメント

防止のための措置を講じることが義務

づけられています。また、働きながら

育児・介護ができるような職場環境の

整備を求める「育児・介護休業法」が

改正され、一部を除き平成 22年 6月

に施行予定です。

「障害者の雇用の促進等に関する法

律」は、障害のある人を一定の割合以

上雇用することを、義務付けています。

高年齢者についても、改正「高年齢

者等の雇用の安定等に関する法律」で、

65 歳定年の段階的移行が義務化され

ました。

その他、中高年の過労死や自殺、上

司などからのパワー・ハラスメントも

大きな社会的問題です。また、ワーク

（仕事）とライフ（仕事以外の生活）

を調和させ、性別・年齢を問わず、誰

もが働きやすい仕組みをつくるという

ワーク・ライフ・バランスの視点が重

視されるようになってきました。こう

した労働者の働く環境や権利につい

て、人権尊重の観点からも見直してい

く必要があります。

人格形成に大きな影響のある学齢期

において、人権尊重のための教育の中

心的役割を担うのが学校です。各学校

においては、知・徳・体の調和のとれ

た人間を育成するために、子どもたち

に「生きる力」を培うことを大きな柱

として、国の「人権教育の指導方法等

の在り方について」[第三次とりまと

め ]（平成 20 年 6 月）を踏まえて、

人権教育の改善・充実に努めています。

しかしながら、社会情勢の変化に伴

い、学校や子どもを取り巻く環境も大

きく変化し、いじめ・暴力行為・不登

校といった問題行動をはじめ、人権に

かかわる教育課題も多様化しています。

兵庫県においては、「人権教育基本

方針」（平成 10 年策定）に基づき、

すべての幼児児童生徒が、さまざまな

体験活動や交流を通して人権尊重、と

りわけ人権共存の考え方への理解を深

め、自己実現と「共に生きる社会」の

構築に向け、主体的に取り組もうとす

る意欲や態度を育成しています。兵庫

型「体験教育」と言われる「自然学校」

や「トライやる・ウィーク」などの体

験活動は、兵庫県が先進的に取り組み、

社会的自立の基礎づくりや自尊感情の

育成、社会活動への参画意識の形成な

どに大きな成果をあげています。

さらに、教育基本法の改正や県がこ

れまで取り組んできた教育の成果や課

題を踏まえ、平成 21年 6月に県の中

期計画である「ひょうご教育創造プラ

ン（兵庫県教育基本計画）」を策定し、

「人権という普遍的文化の構築をめざ

し、人権尊重の理念に基づく『共生』

の心の育成」に向けて人権教育の取組

を進めています。

「子は、親を映す鏡」と言われるよ

うに「学校は、社会を映す鏡」でもあ

ります。子どもたちの人権尊重という

観点から、安全で安心して学べる環境

づくりが重要です。学校を取り巻く問

題に、教職員をはじめ大人たちの「生

き方、かかわり方」が問われています。

生き方、かかわり方の問題として …学校と人権

非正規雇用者の割合が高くなり、
待遇の差が大きくなっていること

■働く人の人権に関する意識
　働く人について、あなたが最近特に問題があると思わ
れるのは、どのようなことですか。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50 60

長時間労働、休暇取得難等から健
康で文化的な生活が送れないこと
働く意欲等があるのに高齢者の雇
用と待遇が保障されていないこと
雇用や昇給、昇進において男女に
待遇の差があること
障害のある人の働く場所等が少な
く、待遇が保障されていないこと

職場でパワハラやセクハラがあること

日本に居住する外国人の就職の機
会と待遇が保障されていないこと

わからない

その他

50.3

49.0

34.4

23.5

21.8

21.2

4.8

11.3

0.6

複数回答（％）
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日常生活を見つめ直そう …環境と人権

21 世紀は「人権の世紀」とともに、

「環境の世紀」とも言われています。

どうすれば私たちと地球環境が共存で

きるかが、今世紀最大のテーマの一つ

となっています。

この地球上における生産活動の大部

分は企業によって担われています。企

業が大量の地球資源を原料として利用

し大量のエネルギーを使って生産活動

を進めている関係上、企業の社会に果

たすべき役割と責任はとても大きく

なっています。そのため、企業も社会

を構成する一員であり、地球環境や

人権に配慮した行動を行うべきとす

る、「企業の社会的責任」（Corporate 

Social Responsibility=CSR）という

考え方が現れてきました。

また、これまでの経済効率至上社会

ではなく、「環境にやさしい社会」や

「循環型社会」が求められています。『人

間の生命や自然環境を大切にする』と

いう考え方が地球的規模で広がってい

ると言ってよいでしょう。自然環境を

守ることは、人々の生命への配慮、つ

まり地球上のあらゆる人々の人権を守

ることに密接にかかわっています。大

量生産・大量消費・大量廃棄の社会で

はなく、ごみの削減、再使用、再生利

用はもとより、廃棄物ゼロ（ゼロ・エ

ミッション）を推進する「循環型社会」

に移行していかなければなりません。

私たち一人ひとりが「健康で文化的

な生活」を送ることができるよう、地

球環境の現状やその課題について理解

を深め、私たちの「日常生活」を環境

に配慮したものに変えていくことを考

えてみましょう。

だれもが安心して暮らせる社会を …地域と人権

社会・産業構造の変化とともに都市

化が進展し、核家族化が顕著になり、

地域社会における人々の結びつきが弱

体化しています。近隣同士であっても

互いに無関心である状況にあり、さま

ざまな問題が発生しています。

特に、地域においてかつては見られ

なかった「高齢者の孤独死」、「老々介

護疲れによる世話の放棄」、「児童虐待」

「外国人とのトラブル」といった事象

が起き、社会問題化しています。また、

声をかけて手助けする者や生活上の相

談相手がいないなど、住民の孤立化が

問題となっています。

阪神・淡路大震災を経験した私たち

は、復興の歩みの中で、人と人のつな

がりや地域での支え合いの大切さを学

びました。震災で教えられた「共に生

きる」ということを基に、だれもが安

全で安心して暮らせる地域づくリを進

めていく必要があります。

また、近年、すべての人が孤立、排

除された状態ではなく、社会の構成員

として迎えられ、支え合いながら共に

生きるという考え方（「ソーシャル・

インクルージョン」）が徐々に広まり

つつあります。一人ひとりが、この「支

え合いながら共に生きる」という精神

を共有することや、地域団体やNPO、

企業、行政などの組織においても、主

体的に、できることから一つひとつ取

組を積み重ねていくという意識をもっ

た人を一人でも多く育てていくことが

重要です。

ゴミの分別、節電・節水など環境に配慮
した生活を送ること

■「健康で文化的な生活」を送るために環境に配慮することに関する意識
　私たちが「健康で文化的な生活」を送るために、環境に
配慮しながら自然と共生していくことが求められていま
す。そのために、現在、あなたはどのようなことが特に大
切だと思われますか。

「平成20年度人権に関する県民意識調査」より

0 10 20 30 40 50 60 70

大気・川や海の浄化、森林の保全、騒音
の防止に努めること
授業や自然体験活動等を通して子ども
たちに環境の大切さを学ばせること
環境にやさしい技術や製品の開発を
すること
美化・緑化、古紙回収、マイバッグ持参
などの活動を行うこと
行政やマスコミが環境についての情報
提供を積極的に行うこと
住民やNPO、学校、事業者・行政などが
連携を強め、環境保金に取り組むこと

その他

特にない

60.6

59.9

52.3

51.4

44.0

32.4

30.8

1.4

2.6

1.6無回答

複数回答（％）
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日本国憲法（抄）

第 11条（基本的人権の享有）
　国民は、すべての基本的人権の享有
を妨げられない。この憲法が国民に保
障する基本的人権は、侵すことのでき
ない永久の権利として、現在及び将来
の国民に与へられる。
第 12条（自由・権利の保持の責任と
その濫用の禁止）
　この憲法が国民に保障する自由及び
権利は、国民の不断の努力によつて、
これを保持しなければならない。又、
国民は、これを濫用してはならないの
であつて、常に公共の福祉のためにこ
れを利用する責任を負ふ。
第 13 条（個人の尊重・幸福追求権・
公共の福祉）
　すべて国民は、個人として尊重され
る。生命、自由及び幸福追求に対する
国民の権利については、公共の福祉に
反しない限り、立法その他の国政の上
で、最大の尊重を必要とする。
第 14条（法の下の平等・貴族の禁止・
栄典）
　すべて国民は、法の下に平等であつ
て、人種、信条、性別、社会的身分又
は門地により、政治的、経済的又は社
会的関係において、差別されない。

れこ、は度制の族貴の他のそ族華　 ②
を認めない。

、は与授の典栄の他のそ章勲、誉栄　 ③
いかなる特権も伴はない。栄典の授
与は、現にこれを有し、又は将来こ
れを受ける者の一代に限り、その効
力を有する。
第 19条（思想及び良心の自由）
　思想及び良心の自由は、これを侵し
てはならない。
第 20条（信教の自由）
　信教の自由は、何人に対してもこれ
を保障する。いかなる宗教団体も、国
から特権を受け、又は政治上の権力を
行使してはならない。

儀、典祝、為行の上教宗、も人何　 ②
式又は行事に参加することを強制さ
れない。

のそ育教教宗、は関機のそび及国　 ③
他いかなる宗教的活動もしてはなら
ない。
第 21 条（集会・結社・表現の自由・
通信の秘密）
　集会、結社及び言論、出版その他一
切の表現の自由は、これを保障する。
② 　検閲は、これをしてはならない。
通信の秘密は、これを侵してはなら
ない。
第 22条（居住・移転及び職業選択の
自由・外国移住及び国籍離脱の自由）
　何人も、公共の福祉に反しない限り、

昭和21年11月3日  公布
昭和22年５月3日  施行

Ⅶ 資料編

【Ⅰ・Ⅱ・Ⅴ 参考資料】

『人権について考える－人権って何だろう？－2010』

㈶人権教育啓発推進センター発行

環境と経済が両立した循環型社会を形
成していくためのキーワードです。

平成 12 年に制定された「循環型社会
形成推進基本法」では、優先順位を 1. リ
デュース、 2. リユース、 3. リサイクルと
して、まずごみを出さないことを最優先
課題としています。（ただし、場合によっ
ては優先順位を変えることによって、環
境負荷が低減することもあります。）

平成 19年、国において「仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」・
「仕事と生活の調和推進のための行動指
針」が策定され、仕事と生活の調和の実
現に向け官民一体となって取り組みはじ
めました。
そのためには、まずは個々の企業が自
主的に取り組んでいくことが基本です。
そして、国と地方公共団体も、企業や働
く者、国民の取組を積極的に支援すると
ともに、多様な働き方に対応した子育て
支援や介護などのための社会的基盤づく
りを積極的に行うこととしています。

仕事と生活の調和

Reduce リデュース ： 減らす
Reuse リユース ： 繰り返し使う
Recycle リサイクル ： 再資源化

（ワーク・ライフ・バランス）

Reduce リデュース ： 減らす
Reuse リユース ： 繰り返し使う
Recycle リサイクル ： 再資源化

（ワーク・ライフ・バランス） ３R

EUやその加盟国では、近年の社会福祉
の再編にあたって、社会的排除（失業、技
術および所得の低さ、健康状態の悪さおよ
び家庭崩壊などの複数の問題を抱えた個人、
あるいは地域）に対処する戦略として、そ
の中心的政策課題のひとつとされています。
日本では、平成12年に厚生省（当時）で
まとめられた「社会的な援護を要する人々
に対する社会福祉のあり方に関する検討会
報告書」において、社会的に弱い立場にあ
る人々を社会の一員として包み支え合う、
ソーシャルインクルージョンの理念を進め
ることが提言されています。

ソーシャル・インクルージョン
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居住、移転及び職業選択の自由を有する。
② 　何人も、外国に移住し、又は国籍
を離脱する自由を侵されない。
第 23条（学問の自由）
　学問の自由は、これを保障する。
第 24条 尊の人個るけおに活生族家（ 
厳と両性の平等）
　婚姻は、両性の合意のみに基いて成
立し、夫婦が同等の権利を有すること
を基本として、相互の協力により、維
持されなければならない。
② 　配偶者の選択、財産権、相続、住
居の選定、離婚並びに婚姻及び家族
に関するその他の事項に関しては、
法律は、個人の尊厳と両性の本質的
平等に立脚して、制定されなければ
ならない。
第 25条（生存権、国の社会的使命）
　すべて国民は、健康で文化的な最低
限度の生活を営む権利を有する。
② 　国は、すべての生活部面について、
社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向
上及び増進に努めなければならない。

第 26条（教育を受ける権利、教育の
義務）
　すべて国民は、法律の定めるところ
により、その能力に応じて、ひとしく
教育を受ける権利を有する。
② 　すべて国民は、法律の定めるとこ
ろにより、その保護する子女に普通
教育を受けさせる義務を負ふ。義務
教育は、これを無償とする。
第 27条（勤労の権利及び義務、勤労
条件の基準、児童酷使の禁止）
　すべて国民は、勤労の権利を有し、
義務を負ふ。
② 　賃金、就業時間、休息その他の勤
労条件に関する基準は、法律でこれ
を定める。
③ 　児童は、これを酷使してはならない。
第 97条（基本的人権の本質）
　この憲法が日本国民に保障する基本
的人権は、人類の多年にわたる自由獲
得の努力の成果であつて、これらの権
利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及
び将来の国民に対し、侵すことのでき
ない永久の権利として信託されたもの
である。　　

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律
平成12年12月6日　公布・施行

第 1条（目的）
　この法律は、人権の尊重の緊要性に
関する認識の高まり、社会的身分、門
地、人種、信条又は性別による不当な
差別の発生等の人権侵害の現状その他
人権の擁護に関する内外の情勢にかん

がみ、人権教育及び人権啓発に関する
施策の推進について、国、地方公共団
体及び国民の責務を明らかにするとと
もに、必要な措置を定め、もって人権
の擁護に資することを目的とする。

第 2条（定義）　
　この法律において、人権教育とは、
人権尊重の精神の涵養を目的とする教
育活動をいい、人権啓発とは、国民の
間に人権尊重の理念を普及させ、及び
それに対する国民の理解を深めること
を目的とする広報その他の啓発活動
（人権教育を除く。）をいう。
第 3条（基本理念）
　国及び地方公共団体が行う人権教育
及び人権啓発は、学校、地域、家庭、
職域その他の様々な場を通じて、国民
が、その発達段階に応じ、人権尊重の
理念に対する理解を深め、これを体得
することができるよう、多様な機会の
提供、効果的な手法の採用、国民の自
主性の尊重及び実施機関の中立性の確
保を旨として行われなければならない。
第 4条（国の責務）
　国は、前条に定める人権教育及び人
権啓発の基本理念（以下「基本理念」
という。）にのっとり、人権教育及び
人権啓発に関する施策を策定し、及び
実施する責務を有する。
第 5条（地方公共団体の責務）
　地方公共団体は、基本理念にのっと
り、国との連携を図りつつ、その地域
の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓
発に関する施策を策定し、及び実施す
る責務を有する。
第 6条（国民の責務）
　国民は、人権尊重の精神の涵養に努
めるとともに、人権が尊重される社会
の実現に寄与するよう努めなければな
らない。

第 7条（基本計画の策定）
　国は、人権教育及び人権啓発に関す
る施策の総合的かつ計画的な推進を図
るため、人権教育及び人権啓発に関す
る基本的な計画を策定しなければなら
ない。
第 8条（年次報告）
　政府は、毎年、国会に、政府が講じ
た人権教育及び人権啓発に関する施策
についての報告を提出しなければなら
ない。
第 9条（財政上の措置）
　国は、人権教育及び人権啓発に関す
る施策を実施する地方公共団体に対
し、当該施策に係る事業の委託その他
の方法により、財政上の措置を講ずる
ことができる。

附則
第 1条（施行期日）
　この法律は、公布の日から施行する。
ただし、第 8条の規定は、この法律
の施行の日の属する年度の翌年度以後
に講じる人権教育及び人権啓発に関す
る施策について適用する。
第 2条（見直し）
　この法律は、この法律の施行の日か
ら3年以内に、人権擁護施策推進法（平
成 8年法律第 120 号）第 3条第 2項
に基づく人権が侵害された場合におけ
る被害者の救済に関する施策の充実に
関する基本的事項についての人権擁護
推進審議会の調査審議の結果をも踏ま
え、見直しを行うものとする。

人権啓発テキスト.indd   38-39 10.3.23   9:21:28 PM



Ⅶ 資料編 Ⅶ 資料編

40 41

兵庫県人権教育及び啓発に関する総合推進指針の骨子
平成13年 3月　策定

1　人権をめぐる国内外の動き
・ 　「人権教育のための国連 10年」な
ど国内外において人権尊重の気運が
高まっている。
・ 　国内外の動向や新たに制定された
「人権教育及び人権啓発の推進に関
する法律」の趣旨、本県のこれまで
の人権教育及び啓発の成果、さらに
は「21 世紀兵庫長期ビジョン」で
示される基本課題や将来像等も踏ま
えつつ、人権の尊重される社会づく
りに向けたより積極的、総合的な取
組が必要である。

2　人権尊重の理念
・ 　一人ひとりが、自らの人権を主張
し行使するに当たって、自分の人権
のみならず他人の人権についても正
しい理解を持ち、自らの権利の行使
に伴う責任を自覚することにより、
他人の人権との共存を図っていくこ
とが重要である。
・ 　さらに、そのことが、日常生活の
中で自然に態度や行動にあらわれる
ようになることが大切である。

3　指針の基本的考え方
⑴ 指針の基本理念
　人権尊重の理念に関して、家庭や学
校、地域、職場などあらゆる場におけ
る教育及び啓発を進め、人権尊重の理

念に関する県民の理解を深めることに
より、人権の尊重が社会の文化として
定着し、県民みんながお互いを認め合
いながらともに生きる「共生社会」の
実現を目指す。
⑵ 指針の性格
・ 　県が進める人権尊重のための教育
及び啓発にかかる施策の総合的な推
進について、基本的な方向を示すも
のである。
・ 　市町にあっては、県の施策と連携
した取組を期待するとともに、県民
や企業、団体等様々な主体にあって
は、この指針の趣旨に沿った自主的
な取組を期待するものである。

4　あらゆる場における教育及び啓発
・ 　人権尊重の理念は、学習教材や啓
発資料における理解を深めることは
もとより、日常生活や社会活動を通
して具体的に学んでいくことが大切
である。
・ 　家庭、学校、地域、職場といった
県民生活のあらゆる場において、県
民一人ひとりのライフステージに合
わせた教育及び啓発を進める。
⑴ 家　庭
・ 　親等が模範を示しながら、遊びや
しつけ、家事などを通じて、豊かな
情操や思いやりの心、自立心を育み、
基本的な社会ルールなどを教えてい

くことが大切である。
・ 　家庭の教育力を高めるため、子育
てに関する相談・支援や学習の支援、
親自らの人権学習の支援、親子の体
験学習の促進などを行う。
⑵ 学校等
・ 　児童生徒等の発達段階に十分配慮
しつつ、それぞれの実態に即して創意
に富んだ教育を行うことが大切であ
る。
・ 　幼稚園、保育所では、生命の大切
さに気づかせ、豊かな心情を育てる
など人権尊重の精神の芽生えが感性
として育まれるよう努める。
・ 　小学校、中学校、高等学校では、
人権教育を児童生徒の発達段階に応
じてあらゆる教育活動に位置づけ、
自然や地域などでの体験学習や外国
人、高齢者等との交流を通して、豊
かな人間性を育成するとともに、自
立心や責任感を培っていく。また、
人権にかかわる歴史や人権の意味、
内容などへの理解を深める。
・ 　大学では、自治の精神にも配慮し
つつ、人権尊重の理念についての理
解を更に深める。また、私立学校等
にも同様の趣旨に沿った教育及び啓
発を奨励する。
⑶ 地　域
・ 　県民の学習の場であり、子どもた
ちが自立心を育み社会性を体験的に
学ぶ場として重要な役割を担ってい
る。
・ 　人権にかかる学習情報・教材の提
供など県民の自主的学習活動の支援

を行う。
・ 　地域における様々な団体や組織に
よる社会奉仕活動や交流活動、文
化活動、スポーツ活動などを通じて
多様な学習活動が展開されるよう、
リーダーの育成や実践活動の場・機
会の提供等地域の教育力を高めるた
めの支援を行う。
⑷ 職　場（企業等の事業所）
・ 　雇用や賃金面での差別的な取り扱
いやいじめ、セクハラ等の人権問題
の解消を図り、人権が尊重される職
場づくりを進めることが大切である。
・ 　企業等の事業所の事業所内研修や
実践活動等の自主的な取組を促進す
るため、経営者等に対する啓発や研
修を行い、事業所内研修に際しての
教材や情報の提供等を行う。
⑸ 広域的な教育及び啓発活動
・ 　人権にかかわるイベントや啓発資
料の作成など広域的な啓発活動をは
じめ、市町職員等の人材育成、情報
収集・提供、調査・研究等を行う。

5　県職員等の啓発

1　人権をめぐる国内外の動き

2　人権尊重の理念

3　指針の基本的考え方
⑴ 指針の基本理念

⑵ 指針の性格

4　あらゆる場における教育及び啓発

⑴ 家　庭

⑵ 学校等

⑶ 地　域

⑷ 職　場（企業等の事業所）

⑸ 広域的な教育及び啓発活動

5　県職員等の啓発
・ 　人権尊重の理念に根ざした県政を
推進するため、すべての県職員の研
修の充実に努める。
・ 　特に人権に関わりの深い①教職員、
②警察職員、③消防職員、④医療・
保健関係者、⑤福祉関係者の研修の
充実に努める。

人権啓発テキスト.indd   40-41 10.3.23   9:21:28 PM



Ⅶ 資料編 Ⅶ 資料編

42 43

6　身近な人権課題
⑴ 女　性
・ 　男女共同参画社会基本法の理念に
のっとり、意識啓発や学習活動の支
援等を行い、男女の平等を阻む社会
制度・慣行等の見直しと意識改革を
図るとともに、男女の平等を推進す
る学校教育等の充実などの諸施策を
実施する。
・ 　特に、ドメスティック・バイオレ
ンスについては、男女共同参画セン
ターや女性家庭センター等の関係機
関による支援体制の充実と意識啓発
に努める。
⑵ 子ども
・ 　子育てに関する相談や支援、青少
年の健全な育成活動などの取組の一
層の充実を図る中で、「児童の権利
に関する条約」の趣旨を踏まえた教
育及び啓発を進める。
・ 　児童の虐待問題については、保健、
医療、福祉、教育、警察が連携した
取組を行う。
⑶ 高齢者
・ 　高齢者が社会の重要な構成員とし
て、培った知識や経験、技能等を正
しく評価され活躍できる機会が増え
るよう、また、高齢者の豊かに生き
る権利や個人としての尊厳が重んじ
られるよう、県民各層における認識
を高めていく。
⑷ 障害のある人
・ 　障害のある人と障害のない人が同
じ権利と義務を持つひとりの人間で
あることを認識し、障害のある人が

容易に自己実現を図れる「共に生き
る社会」を構築するべく、スポーツ
や音楽、文化活動など様々な機会を
通じて、正しい理解と認識を深める
とともに、障害のある人やその家族
に対しても積極的な社会参加と自律
を促すなど、障害のある人にかかる
様々な障壁を取り除くための教育及
び啓発を推進する。
⑸ 同和問題
・ 　これまでの教育及び啓発の中で積
み上げられてきた成果等を踏まえ、
すべての人の基本的人権を尊重する
ための教育及び啓発として発展的に
再構築する。
・ 　学習教材や研修手法、啓発手法な
どに工夫を凝らしつつ、学校、地域、
職域など様々な機会を捉えた教育及
び啓発に取り組んでいく。
⑹ 外国人
・ 　啓発資料の配布や異文化理解の学
習、交流事業、イベントなどを通じ
て、異なる文化、生活習慣や価値観、
外国人県民が抱える課題等への理解
を深めるなど、日本人県民の国際感
覚の醸成に資する教育及び啓発を推
進する。
⑺ HIV 感染者等
・ 　エイズ予防月間や世界エイズデー、
ハンセン病を正しく理解する週間な
どを中心として、正しい知識の普及
啓発を進め、感染者等に対する差別・
偏見の解消に努める。
⑻ その他の人権課題
・ 　アイヌの人々の問題をはじめ、難

病患者の人たち、ホームレスの人た
ち、刑を終えて出所した人たちなど
様々な人権にかかわる課題、イン
ターネット等を利用した人権侵害の
問題などの解決を図るための教育及
び啓発を進める必要がある。

7　指針の総合的・効果的な推進
・ 　各部局が指針の趣旨に沿った施策
に取り組むとともに、「兵庫県人権
施策推進会議」において各施策の
フォローアップを行い、施策の一体

的・総合的な推進を図る。
・  　「兵庫県人権教育・啓発推進懇話
会」や県民の意見を積極的に反映さ
せる。
・ 　㈶兵庫県人権啓発協会の人権啓発
センターとしての機能充実を図る。
・ 　県、国、市町の人権関係機関及び人
権関係団体のネットワークを強化する。
・ 　県民のボランタリー活動を支援し
協力していくことにより、人権尊重
の理念の全県的な広がりを図る。

第 1章  はじめに
一略一
　我が国では、すべての国民に基本的
人権の享有を保障する日本国憲法の下
で、人権に関する諸制度の整備や人権
に関する諸条約への加入など、これま
で人権に関する各般の施策が講じられ
てきたが、今日においても、生命・身
体の安全にかかわる事象や、社会的身
分、門地、人種、民族、信条、性別、
障害等による不当な差別その他の人権
侵害がなお存在している。また、我が
国社会の国際化、情報化、高齢化等の
進展に伴って、人権に関する新たな課
題も生じてきている。
　すべての人々の人権が尊重され、相
互に共存し得る平和で豊かな社会を実
現するためには、国民一人一人の人権

尊重の精神の涵養を図ることが不可欠
であり、そのために行われる人権教育・
啓発の重要性については、これをどん
なに強調してもし過ぎることはない。
政府は、本基本計画に基づき、人権が
共存する人権尊重社会の早期実現に向
け、人権教育・啓発を総合的かつ計画
的に推進していくこととする。
一略一

第 2章　人権教育・啓発の現状
1  人権を取り巻く情勢
一略一
　現在及び将来にわたって人権擁護を
推進していく上で、特に、女性、子ど
も、高齢者、障害者、同和問題、アイ
ヌの人々、外国人、HIV 感染者やハン
セン病患者等をめぐる様々な人権問題

人権教育・啓発に関する基本計画（抄）
平成14年 3月　閣議決定
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は重要課題となっており、国連 10年
国内行動計画においても、人権教育・
啓発の推進に当たっては、これらの重
要課題に関して、「それぞれの固有の
問題点についてのアプロ一チととも
に、法の下の平等、個人の尊重という
普遍的な視点からのアプローチにも留
意する」こととされている。また、近
年、犯罪被害者及びその家族の人権問
題に対する社会的関心が大きな高まり
を見せており、刑事手続等における犯
罪被害者等への配慮といった問題に加
え、マスメディアの犯罪被害者等に関
する報道によるプライバシー侵害、名
誉毀損、過剰な取材による私生活の平
穏の侵害等の問題が生じている。マス
メディアによる犯罪の報道に関しては
少年事件等の被疑者及びその家族につ
いても同様の人権問題が指摘されてお
り、その他新たにインターネット上の
電子掲示板やホームページヘの差別的
情報の掲示等による人権問題も生じて
いる。
　このように様々な人権問題が生じて
いる背景としては、人々の中に見られ
る同質性・均一性を重視しがちな性向
や非合理的な因習的意識の存在等が挙
げられているが、国際化、情報化、高
齢化、少子化等の社会の急激な変化な
ども、その要因になっていると考えら
れる。また、より根本的には、人権尊
重の理念についての正しい理解やこれ
を実践する態度が未だ国民の中に十分
に定着していないことが挙げられ、こ
のために、「自分の権利を主張して他

人の権利に配慮しない」ばかりでなく、
「自らの有する権利を十分に理解して
おらず、正当な権利を主張できない」、
「物事を合理的に判断して行動する心
構えや習慣が身に付いておらず、差別
意識や偏見にとらわれた言動をする」
といった問題点も指摘されている。
　人権教育・啓発に関しては、これま
でも各方面で様々な努力が払われてき
ているが、このような人権を取り巻く
諸情勢を踏まえ、より積極的な取組が
必要となっている。
一略一

第 3章  人権教育・啓発の基本的在り方
1  人権尊重の理念
　人権とは、人間の尊厳に基づいて各
人が持っている固有の権利であり、社
会を構成するすべての人々が個人とし
ての生存と自由を確保し、社会におい
て幸福な生活を営むために欠かすこと
のできない権利である。
　すべての人々が人権を享有し、平和
で豊かな社会を実現するためには、人
権が国民相互の間において共に尊重さ
れることが必要であるが、そのために
は、各人の人権が調和的に行使される
こと、すなわち、「人権の共存」が達
成されることが重要である。そして、
人権が共存する人権尊重社会を実現す
るためには、すべての個人が、相互に
人権の意義及びその尊重と共存の重要
性について、理性及び感性の両面から
理解を深めるとともに、自分の権利の
行使に伴う責任を自覚し、自分の人権

と同様に他人の人権をも尊重すること
が求められる。
　したがって、人権尊重の理念は、人
権擁護推進審議会が人権教育・啓発に
関する答申において指摘しているよう
に、「自分の人権のみならず他人の人
権についても正しく理解し、その権利
の行使に伴う責任を自覚して、人権を
相互に尊重し合うこと、すなわち、人
権共存の考え方」として理解すべきで
ある。
-略一

第 4章　人権教育・啓発の推進方策
1  人権一般の普遍的な視点からの取組
　⑴  人権教育
　⑵  人権啓発
2　各人権課題に対する取組
　人権教育・啓発に当たっては、普遍
的な視点からの取組のほか、各人権課
題に対する取組を推進し、それらに関
する知識や理解を深め、さらには課題
の解決に向けた実践的な態度を培って
いくことが望まれる。その際、地域の
実情、対象者の発達段階等や実施主体
の特性などを踏まえつつ、適切な取組
を進めていくことが必要である。
　⑴　女性
　⑵　子ども
　⑶　高齢者
　⑷　障害者
　⑸　同和問題
　⑹　アイヌの人々
　⑺　外国人
　⑻　HIV 感染者・ハンセン病患者等

　⑼　刑を終えて出所した人
　⑽　犯罪被害者等
　⑾　インターネットによる人権侵害
　⑿　その他
3 　人権にかかわりの深い特定の職業
に従事する者に対する研修等
4　総合的かつ効果的な推進体制等
　⑴ 　実施主体の強化及び周知度の向上
　⑵　実施主体間の連携
　⑶　担当者の育成
　⑷　文献・資料等の整備・充実
　⑸　内容・手法に関する調査・研究
　⑹ 　（財）人権教育啓発推進センター
の充実

　⑺　マスメディアの活用等
　⑻ 　インターネット等 IT 関連技術
の活用

第 5章　計画の推進
1　推進体制
2　地方公共団体等との連携・協力
3　計画のフォローアップ及び見直し
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労働の権利、社会保障についての権利、教育及び文化活動に関する権利などのいわゆ
る社会権を主として規定したもの。

 
人は生まれながらにして自由であるという考え方の下で、個人の生活を公権力の干渉

や妨害から保護するという観点に立った権利、つまり自由権を中心に規定したもの。

 
締約国が人権及び基本的自由の十分かつ平等な享有を確保するため、あらゆる形態の

人種差別を撤廃する政策及びあらゆる人種間の理解を促進する政策をすべての適当な方
法により遅滞なくとること等を内容とした条約。

 
すべての人間は､ そもそも生まれながらに自由かつ平等であることから、女性も男性と

同様に個人として等しく尊重されるべきであるとした条約。

売春及び売春を目的とする人身売買は､ 人としての尊厳及び価値に反するものであり、
個人、家族と社会の福祉をそこなうものとして、それを禁止した条約。

難民の定義を定めるとともに、締約国に、難民を迫害の恐れがあるところに追放また
は送還しないこと。そして、自国に滞在する難民については､ 主として国内制度上の権
利と保護を与えることを規定した条約。

難民条約で定められた難民の範囲を拡大している。

男女同権の原則に基づいて、男女が参政権を平等に共有及び行使することを定めた条
約。

 
（拷問等禁止条約）

拷問の範囲を明確にし、締約国に拷問防止のための法的義務を課して拷問を実効的に
防止することや、拷問禁止に関する委員会を設けて国際的に監視すること等を内容とし
た条約。

世界には貧しさや飢え、戦争などで苦しんでいる子どもたちがたくさんいる。そうした
現実を踏まえ、子どもの人権や自由を尊重し、子どもに対する保護と援助を進めること
をめざした条約。

多くの地域での武力紛争により、子どもが兵士とされたり、暴力を受けたりしているこ
とから、子どもの権利の実現を更に強化するために定められた。

子どもの人身売買や、児童買春、児童ポルノなどの行為を犯罪と定め、そうした犯罪
についての取締りの国際協力などを定めている。

日本が締結している主な人権関係条約
1947. ９. １ 「労働基準法」制定 
1947.12.12 「児童福祉法」制定
1948.12.21 「民法」改正
1950. ５. ４ 「生活保護法」制定
1969. ７.10  「同和対策事業特別措置法」施行
1982. ３.31  「地域改善対策特別措置法」施行
1985. ５. ７ 「男女雇用機会均等法」制定
1987. ４. １  「地域改善対策特定事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律」（地対財特
法）施行

1993.12. ３ 「障害者基本法」施行
1994. ９.28  「高齢者・身体障害者等が円滑に利用で

きる特定建築物の建築の促進に関する法
律」（ハートビル法）施行

1995.12.16 「高齢社会対策基本法」施行
1996.12.13  男女共同参画推進本部「男女共同参画

2000 年プラン」を決定
1997. ３.25 「人権擁護施策推進法」施行
1997. ３.31 「地対財特法」の一部改正
1997. ６.18 「男女雇用機会均等法」改正
1997. ７. １  「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統

等に関する知識の普及及び啓発に関する
法律」（アイヌ文化振興法）施行。「北海
道旧土人保護法」廃止

1997. ７. ４  「『人権教育のための国連 10年』に関す
る国内行動計画」策定

1998. ４. １  60 歳以上定年制義務化（「高年齢者等の
雇用の安定等に関する法律」（高齢者雇
用安定法）一部改正）

1998. ７. １  障害者雇用率（1.8％）の設定（「障害者
の雇用の促進等に関する法律」（障害者
雇用促進法）一部改正）

1999. ４. １  「精神薄弱の用語の整理のための関係法
律の一部を改正する法律」（精神薄弱者
から知的障害者への用語改正）施行

1999. ６.23  「男女共同参画社会基本法」施行
1999. ７.29  人権擁護推進審議会「人権尊重の理念に

関する国民相互の理解を深めるための教
育及び啓発に関する施策の総合的な推進
に関する基本的事項について」答申

1999.11. １  「児童買春、児童ポルノに係る行為等の
処罰及び児童の保護等に関する法律」（児
童買春、児童ポルノ禁止法）施行

2000. ４. １  成年後見制度改正（「民法」一部改正等）
2000. ４. １  指紋押捺全廃（「外国人登録法」一部改正）
2000.10. １ 「民事法律扶助法」施行
2000.11. １  「刑事訴訟法及び検察審査会法の一部を

改正する法律」「犯罪被害者等の保護を
図るための刑事手続に付随する措置に関
する法律」（犯罪被害者保護法）施行

2000.11.15  「高齢者、身体障害者等の公共交通機関
を利用した移動の円滑化の促進に関する
法律」（交通バリアフリー法）施行

2000.11.20  「児童虐待の防止等に関する法律」施行

2000.11.24  「ストーカー行為等の規制等に関する法
律」（ストーカー規制法）施行

2000.12. ６  「人権教育及び人権啓発の推進に関する
法律」施行

2001. ５.25  人権擁護推進審議会が「人権救済制度の
在り方について」（諮問第 2号答申）を
提出

2001. ７. １  「犯罪被害者等給付金の支給等に関する
法律」施行

2001. ８. ５  「高齢者の居住の安定確保に関する法律」
施行

2001.10.13  「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」施行

2001.12.21  人権擁護推進審議会が「人権擁護委員制
度の改革について」（諮問第 2号に対す
る追加答申）を提出

2001.12.28  「高齢社会対策大綱」閣議決定
2002. ３.15  「人権教育・啓発に関する基本計画」閣

議決定
2002. ４. １  「改正育児・介護休業法」施行
2002. ５.27  「特定電気通信役務提供者の損害賠償責

任の制限及び発信者情報の開示に関する
法律」施行

2002. ８. ７  「ホームレスの自立の支援等に関する特
別措置法」施行

2002.10. １ 「身体障害者補助犬法」施行
2002.12.24 「障害者基本計画」閣議決定
2003. ５.30  「個人情報の保護に関する法律」施行
2004. ７.16  「性同一性障害者の性別の取扱いの特例

に関する法律」施行
2004.12. ８ 「犯罪被害者等基本法」公布
2005. ４. １ 「犯罪被害者等基本法」施行
2005. ４. １ 「発達障害者支援法」施行
2005.10.21 「介護保険法」改正
2006. ４. １  「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律」施行
2006. ４. １ 「高齢者雇用安定法」改正
2006. ４. １ 「公益通報者保護法」施行
2006. ４. １ 「障害者自立支援法」施行
2006. ６.23  「拉致問題その他北朝鮮当局による人権

侵害問題への対処に関する法律」（北朝
鮮人権法）施行

2006.12.20  「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の
促進に関する法律」（バリアフリー新法）
施行

2008. ６. ６  「アイヌ民族を先住民族とすることを求
める決議」衆参両院で採択

2008. ６.18  「ハンセン病解決の促進に関する法律」
（ハンセン病問題基本法）成立

2009. ４. １  「青少年が安全に安心してインターネッ
トを利用できる環境整備等に関する法
律」（青少年インターネット環境整備法）
施行

2009.12.22「人身取引対策行動計画 2009」策定

人権関係年表（国内）
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兵庫県の人権相談先一覧
名   称 内   容 実  施  場  所 電  話  番  号 体   制 方 法

人権相談 人権問題に関する
相談

神戸地方法務局
人権擁護課 ㈹（078）392-1821 職員人権擁護委員

電話
面接

兵庫県人権啓発協会
（県立のじぎく会館内）

T（078）242-5359
F（078）242-5360 相談員

来訪
電話
文書

女性のため
の相談

ＤＶ相談など 県立女性家庭センター (078)732-7700 相談員(女性) 電話

女性が抱えるさま
ざまな悩みの相談

県立男女共同参画
センター

 (078)360-8551 カウンセラー(女性)
電話
面接

男性のため
の相談

家庭問題、職場の
人間関係、生き方
などに関する相談

 (078)360-8553
臨床心理士
(男性) 電話

ひょうごっ子
悩み相談

児童生徒の悩みや
子どもの教育に関
する悩みについて

ひょうごっ子
悩み相談センター
各教育事務所分室

0120-783-1111
カウンセラー
教育相談員
指導主事

電話
面接

外来相談・
福祉ダイヤ
ル相談

不登校問題を中心
に心の悩みの相談 県立清水が丘学園 （078）943-0501 精神科医師心理治療士

来訪
電話

児童虐待防止
24時間

ホットライン

児童虐待に関する
相談

中央こども家庭センター
西宮こども家庭センター
川西こども家庭センター
姫路こども家庭センター
豊岡こども家庭センター
神戸市こども家庭センター
神戸市児童虐待夜間休日電話

（078）921-9119
（0798）74-9119
（072）759-7799
（079）294-9119
（0796）22-9119
(078)382-2525
(078)382-1900

電話相談員 電話

高齢者
総合相談

一般相談

兵庫県民総合相談センター 0120-01-7830

相談員協力員

来訪
電話

介護相談
保健師

高齢者虐待相談

認知症高齢者家族
相談

㈳認知症の人と
家族の会会員

認知症高齢者専門
職相談 保健師

身体障害者
知的障害者
精神障害者
相談

療育・生活・施設入
所・就学など

各相談員の自宅等
詳細は、県健康福祉事務所（保健所）、
市福祉事務所、町役場へ

相談員 来訪
電話

名   称 内   容 実  施  場  所 電  話  番  号 体   制 方 法

総合相談
窓口

人権問題・財産等
各種相談指導 県福祉センター2F T（078）230-9545

F（078）230-9553

相談員

電話
FAX
来訪
文書

身体障害
者相談

身体障害者にかか
る各種相談指導

県福祉センター2F
兵庫県身体障害者
福祉協会

T（078）242-4620
F（078）242-4260

知的障害
者相談

知的障害者にかか
る各種相談指導

県福祉センター2F
兵庫県手をつなぐ育成会

T（078）242-4644
F（078）242-4069

精神障害
者相談

精神障害者にかか
る各種相談指導

兵庫県精神障害者
家族会連合会

T（078）360-2618
F（078）360-2615

聴覚障害
者相談

聴覚障害者にかか
る各種相談指導

県立聴覚障害者情報
センター

T（078）805-4175
F（078）805-4192

外国人の
ための人権
相談

外国人の人権に
関するさまざまな
相談

神戸地方法務局
人権擁護課

㈹
T（078）392-1821
F(078)392-0180
第2水（英語）13：00～17：00
第4水（中国語）13：00～17：00

職員
人権擁護委員

電話
FAX
面接

外国人県民
相談

多言語による生
活・法律相談
（対応言語）英語・
中国語・スペイン
語・ポルトガル語

㈶兵庫県国際交流協会
外国人県民インフォメー
ションセンター
（兵庫県民総合相談センター内）

（078）382-2052

相談員

法律相談は
弁護士 電話

面談

外国人県民
教育相談

就学・進学相談
日本語指導

兵庫県教育委員会
子ども多文化共生センター
（県立国際高等学校内）

（0797）35-4537 指導主事等

県民相談 各種（14部門）
相談窓口 兵庫県民総合相談センター ㈹（078）360-8511 専門相談員弁護士等

電話
面談
等   

兵庫県
いのちと心の
サポートダイヤル

心の健康相談 兵庫県健康福祉部
障害福祉局障害福祉課

(078)382-3566
〈18時～翌7時〉

精神保健福祉士
臨床心理士

兵庫県警
相談

県警なんでも相談 警察本部県民広報課 短縮 ♯9110 相談担当者等

少年の悩みごとの
相談

警察本部少年育成課 
少年相談室（ヤングトーク）

  0120-786-109
（平日）9:00～17:30
（土・日・祝日）留守番電話対応

少年相談専門
カウンセラー
（女性）

暴力（団）について
の相談・情報 警察本部暴力団対策課 0120-20-8930 相談担当者等
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